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1. エグゼクティブサマリー 

1.1 調査目的 

日本コンピュータシステム販売店協会のサポートサービス委員会では、「IT で日本を元気にしよう」

という協会の趣旨のもと、皆様に IT 利用実態をお知らせし今後のビジネスへの展開に役立てていただ

くことを目的に、毎年、IT サポートサービスに関するアンケートを実施し、報告書・解説書をまとめ

ている。 

今年度は、「セキュリティ」および「デジタルトランスフォーメーション」への取り組み状況につい

てをメインのテーマとして、「IT システムの整備状況」についても調査を実施した。 

 

1.2 調査対象 

特定の業種に偏らないよう配慮しながら、調査は対象を下記の三つの企業群に分けて実施した。結

果、全企業群の合計で 1031 社から回答が得られた。 

 

図表 1.2.1 調査対象企業 

（括弧内はセキュリティと DXへの回答社数） 

企業群 企業数 平均年間売上 平均従業員数 

会員顧客企業 331 社 389 億円 776 人 

 会員顧客大企業*1 22 社 3,831 億円 7,202 人 

 会員顧客企業（大企業を除く） 309 社 119 億円 381 人 

中規模一般企業 350 社（292 社、336 社） 192 億円 116 人 

小規模一般企業 350 社（300 社、345 社） 31 億円 7 人 

 

  

 
*1  従業員数が 2000 人以上、または年間売り上げが 3000 億円以上の大規模な企業 
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1.3 調査の実施概要 

調査内容は次の通りとした。 

 

図表 1.3.1 調査内容 

調査内容 質問内容 

セキュリティへの

取り組み状況 

セキュリティ対策実施状況、セキュリティ要請状況 

セキュリティ対策実施のきっかけ 

導入済み、または導入予定のセキュリティ製品・サービス 

セキュリティ対策の運用 

セキュリティ脅威への対応 

セキュリティ対策への課題、投資状況 

DX への取り組み

状況 

DX への取り組み状況 

DX に取り組む、または取り組もうとする背景 

DX に関連する費用、推進体制 

DX に必要なスキル 

DX 推進の状況 

DX の成果 

DX に取り組めていない背景 

IT システムの整

備状況 

IT システム基盤 

業務のシステム化状況 

システム投資、運用費用、クラウドサービス利用費用 

企業プロフィール 業種構成、資本構成、地域、年間売上 
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1.4 調査結果トピック 

1.4.1 セキュリティへの取り組み状況 

(1) セキュリティ対策実施状況、セキュリティ要請状況 

◼ セキュリティ対策は、会員顧客企業で 8 割、中規模一般企業で 7 割、小規模一般企業で 6 割

が実施済み 

◼ セキュリティ要請がある企業の方が、セキュリティ対策実施率が高い 

セキュリティ対策の実施状況 

 

 

セキュリティ要請の有無別でみたセキュリティ対策の実施状況 

 

 

72.3%

57.5%

18.5%

9.7%

9.2%

32.7%

セキュリティ要請あり

セキュリティ要請なし

小
規
模
一
般
企
業

n=332

n=345

74.0%

69.7%

18.1%

15.2%

7.8%

15.2%

セキュリティ要請あり

セキュリティ要請なし

中
規
模
一
般
企
業

n=336

88.4%

80.0%

11.1%

13.9%

0.5%

6.1%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

セキュリティ要請あり

セキュリティ要請なし

セキュリティ対策実施済み セキュリティ対策実施予定 セキュリティ対策未実施

会
員
顧
客
企
業

n=331

※斜体網掛：セキュリティ要請なし
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(2) セキュリティ対策実施のきっかけ 

◼ セキュリティ対策実施のきっかけは、会員顧客企業では「自社で必要性を感じた」の割合が

高い 

会員顧客企業 
 

 

 

(3) 導入済み、または導入予定のセキュリティ製品・サービス 

◼ 社内データ保護のために導入されている製品では、会員顧客企業では「バックアップ製品」、

「Active Directory」、中規模一般企業では「Active Directory」、「ネットワークアクセス制

限製品」、小規模一般企業では「バックアップ製品」の割合が高い 

社内データ保護のために導入されている製品 

 

 

21.0%

19.7%

19.3%

19.7%

35.0%

33.3%

33.3%

34.0%

8.3%

11.3%

10.7%

9.7%

3.3%

3.3%

5.0%

5.3%

32.3%

32.3%

31.7%

31.3%

0% 25% 50% 75% 100%

データ保護

脆弱性管理

ネットワークセキュリティ

バックアップと復旧

ガイドライン※準拠 自社で必要性を感じた 販売店・ベンダーから要請された

他団体・取引先が実施している 予定なし

66.9%

31.0%

48.9%
54.5% 52.9%

47.1%
51.4%

35.0%

20.3%

26.7%
32.7%

23.0%

16.7%

29.7%

16.5%

9.2% 10.4%

16.5%
12.7%

8.1%

29.6%

0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

Ａｃｔｉｖｅ

Ｄｉｒｅｃｔｏｒｙ

多要素

認証製品

証明書

認証製品

ネットワーク型

ウイルス対策製品

ＥＤＲ製品ＥＰＰ製品ネットワーク

アクセス制限製品

0%

25%

50%

75%

100%

会員顧客企業 n=323 中規模一般企業 n=300 小規模一般企業 n=260

51.1% 51.1%
45.2%

27.6%

69.0%

60.4%

1.2%

18.0%
12.3%

19.0%
16.3%

31.0% 31.7%

2.7%

10.0%
4.6%

8.5%
11.2%

30.4%

16.2%

5.4%

0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

ＵＲＬフィルタリ

ング製品

ＵＴＭ製品 デバイス制御

製品

その他ログ管理・保管バックアップ

製品

メール誤送信

防止製品
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(4) セキュリティ対策の運用 

◼ 会員顧客企業のセキュリティ対策として＜正しく運用されており機能している＞ものは、「セ

キュリティルールやポリシーの整備」が 8 割弱 

◼ 会員顧客企業の生成 AI のガイドライン整備は 4 割弱の運用状況 

会員顧客企業のセキュリティ対策の運用 
 

 

 

(5) セキュリティ脅威への対応 

◼ 会員顧客企業のセキュリティ脅威の理解（把握）は中規模・小規模一般企業よりも高く、対

策も進んでいる 

セキュリティ脅威への対応 ※ランサムウェアによる被害抜粋 
 

 

 

  

78.8%

64.7%

65.0%

47.7%

29.7%

9.9%

15.2%

15.2%

10.6%

6.0%

11.3%

20.1%

19.8%

41.7%

64.3%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

会
員
顧
客
企
業

セキュリティルールやポリシーの

整備

セキュリティ教育・トレーニングプ

ログラムの定期的実施

生成ＡＩのガイドライン整備

セキュリティ対策の定期的評価や

監査

セキュリティインシデントへの対応

体制

n=283

78.8%

64.7%

65.0%

47.7%

29.7%

9.9%

15.2%

15.2%

10.6%

6.0%

11.3%

20.1%

19.8%

41.7%

64.3%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

正しく運用されており機能している 運用されているが機能していない 運用されていない

73.4%

46.4%

28.7%

19.2%

16.7%

15.9%

7.4%

36.9%

55.4%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

会員顧客企業（n=323）

中規模一般企業（n=336）

小規模一般企業（n=345）

把握しており対策している 把握しているが対策をしていない 把握していない
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(6) セキュリティ対策への課題、投資状況 

◼ セキュリティ対策未実施企業の課題としては、会員顧客企業では「リソース不足」、一般企業

では「コスト、経済的な制約」・「経営陣のセキュリティへの関心や意識」の割合が高い 

◼ セキュリティ投資額は、会員顧客企業・中規模一般企業では「100 万円以上､300 万円未

満」、小規模一般企業では「10 万円未満」の割合が高い 

セキュリティ対策未実施企業における課題 

 
 

 

セキュリティ投資額 
 

 

 

11.1%

22.2%

11.1%

11.1%

11.1%

11.1%

0.0%

0.0%

0.0%

12.0%

4.0%

2.0%

10.0%

6.0%

8.0%

4.0%

8.0%

6.0%

3.3%

1.1%

1.1%

3.3%

2.2%

0.0%

2.2%

2.2%

2.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

コスト、経済的な制約

リソース不足

他の優先事項

経営陣のセキュリティへの関心や意識

専門知識や技術的な要件の不足

適切なベンダーや専門家がいない

組織の文化や風土

ビジネス的なメリットやペナルティがない

何から対策に取り組むべきかが分からない

会員顧客企業 n=9 中規模一般企業 n=50 小規模一般企業 n=90

9.0%

10.6%

63.3%

12.3%

15.9%

21.2%

19.3%

21.3%

7.7%

27.0%

26.6%

5.0%

20.5%

13.0%

1.2%

6.6%

7.2%

0.4%

3.7%

4.3%

0.8%

1.6%

0.5%

0.0%

0.0%

0.5%

0.4%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

会員顧客企業 n=244

中規模一般企業 n=207

小規模一般企業 n=259

10万円未満 10万円以上、

30万円未満

30万円以上、

100万円未満

100万円以上、

300万円未満

300万円以上、

1000万円未満

1000万円以上 

3000万円未満

3000万円以上 

1億円未満

1億円以上 

3億円未満 3億円以上
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1.4.2 DX への取り組み状況 

(1) DX への取り組み状況 

◼ DX への取り組みは、会員顧客企業および中規模一般企業で進んでいる 

 

DXへの取り組み状況 
 

 

 

 

(2) DX に取り組む、または取り組もうとする背景 

◼ DX に取り組む、または取り組もうとする背景にある経営課題は、「生産性向上」、「収益性向

上」、「人材の確保・育成」の割合が高い 

 

DXに取り組む（取り組もうとする）背景 
 

 

 

  

45.5%

31.2%

12.7%

16.6%

26.7%

16.3%

30.4%

26.0%

27.0%

7.5%

16.1%

44.0%

0% 25% 50% 75% 100%

会員顧客企業 n=332

中規模一般企業 n=292

小規模一般企業 n=300

1.取り組んでいる 2.取り組み予定である

3.必要と考えているが、取り組めていない 4.必要と考えていない

41.3%

30.1%

21.8%

76.7%

22.3%

36.1% 34.9%
29.6%

42.6%

29.6%

42.5%

23.0% 20.7%

29.9%

18.4%

0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

100.0%

収益性

向上

事業基盤の

強化・再編

生産性

向上

売り上げ・

シェア拡大

人材の

確保・育成

41.3%

30.1%
21.8%

76.7%

22.3%

36.1% 34.9%
29.6%

42.6%

29.6%

42.5%

23.0% 20.7%
29.9%

18.4%

0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

100.0%

会員顧客企業 n=206 中規模一般企業 n=169 小規模一般企業 n=87
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(3) DX 関連費用と推進体制 

◼ 会員顧客企業の DX 関連費用では、「300-1000 万円未満」の割合が高い 

◼ 小規模一般企業における DX 関連費用は「30 万円未満」が６割以上 

◼ DX 推進体制では、会員顧客企業と中規模一般企業では「IT システム部門が主導」、小規模一

般企業では「社長、会長、経営企画部門が主導」の割合が高い 

DX関連費用 
 

 

 

DX推進体制 

 
 

 

  

3.7%

5.7%

39.2%

6.7%

8.1%

23.0%

16.3%

19.5%

23.0%

23.0%

26.0%

6.8%

28.1%

19.5%

2.7%

22.2%

21.1%

5.4%

0% 25% 50% 75% 100%

会員顧客企業 n=135

中規模一般企業 n=123

小規模一般企業 n=74

1.１０万円未満 2.１０万円～３０万円未満 3.３０万円～１００万円未満

4.１００万円～３００万円未満 5.３００万円～１０００万円未満 6.１０００万円以上

21.8%

19.5%

42.5%

21.4%

18.9%

12.6%

10.2%

14.2%

11.5%

24.3%

26.6%

9.2%

7.8%

9.5%

1.1%

14.1%

11.2%

23.0%

0.5%

0.0%

0.0%

0% 25% 50% 75% 100%

会員顧客企業 n=206

中規模一般企業 n=169

小規模一般企業 n=87

社長、会長、経営企画部門が主導 ＤＸ推進専門部門が主導 部門横断型プロジェクトチーム

ＩＴシステム部門が主導 組織ごとに推進 特別な推進体制はない

その他
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(4) DX に必要なスキル 

◼ DX に必要なスキルの確保では、会員顧客企業では「システムインテグレーターなどから調

達」、中規模一般企業では「自社で育成」、小規模一般企業では「不要」の割合が高い 

 

DXに必要なスキルの確保：システム設計 

 
 

 

(5) DX 推進の状況 

◼ DX のために導入したデジタル技術は、「クラウド」と「生成 AI」の割合が高い 

 

DXのために導入したデジタル技術 
 

 

 

  

18.0%

16.6%

10.3%

27.2%

31.4%

21.8%

1.9%

13.0%

11.5%

37.4%

23.1%

12.6%

15.5%

16.0%

43.7%

0% 25% 50% 75% 100%

会員顧客企業 n=206

中規模一般企業 n=169

小規模一般企業 n=87

既に社内にあった 自社で育成 新たに人材採用 システムインテグレーターなどから調達 不要

53.4%

16.5%
22.3%

43.7%

17.5%

59.2%

36.7%

16.6%

31.4%

14.2%
21.3%

46.7%

29.9%

14.9%
21.8%

11.5% 13.8%

40.2%

0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

100.0%

生成ＡＩ クラウドＩｏＴ（もの

のインター

ネット）

ＲＰＡ機械学習 ビッグデー

タ利活用

41.3%

30.1%
21.8%

76.7%

22.3%

36.1% 34.9%
29.6%

42.6%

29.6%

42.5%

23.0% 20.7%
29.9%

18.4%

0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

100.0%

会員顧客企業 n=206 中規模一般企業 n=169 小規模一般企業 n=87
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(6) DX の成果 

◼ DX に取り組んだ成果については、会員顧客企業および中規模一般企業では「今後の成果が見込

まれる」の割合が高い 

 

DXの成果（既存事業のプロセスを改革し、製品やサービスの生産性を高める） 
 

 

 

  

27.9%

34.5%

60.0%

64.3%

63.8%

35.0%

7.8%

1.7%

5.0%

0% 25% 50% 75% 100%

会員顧客企業 n=129

中規模一般企業 n=58

小規模一般企業 n=20

成果が出ている 今後の成果が見込まれる 成果が出ていない
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(7) DX に取り組めていない背景 

（DX について「必要と考えているが、取り組めていない」企業） 

◼ DX を推進する際の妨げは「初期投資費用の確保」と「デジタル技術で業務プロセスに適用

できる人材の確保」の割合が高い 

◼ DX を推進する際に IT ベンダーに期待することは「会社、業務を理解した上での提案」の割

合が高い 

 

DXを推進する際の妨げ 
 

 

 

  

28.7%

45.5%

63.4%

44.6%

65.3%

13.2%
19.7%

25.0%
31.6% 28.9%

12.3% 13.6%

33.3%

18.5%

34.6%

0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

100.0%

ブラックボック

ス化したレガ

シーシステム

初期投資費用

の確保

強いリーダー

シップで変革を

推進できる人

材の確保

新しいアイデア

を基に未来を

描ける人材の

確保

デジタル技術で

業務プロセスに

適用できる人材

の確保

20.8%
24.8%

29.7%

3.0%

14.5%
6.6%

22.4%

1.3%

14.8%
11.1%

17.3%

1.2%

0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

100.0%

ネットワーク容

量・セキュリティ

確保

その他レガシー組織と

の軋轢

ハンコ文化（紙

書類に押印しな

ければ正式な承

認とみなさない）

28.7%

45.5%

63.4%

44.6%

65.3%

13.2%
19.7%

25.0%
31.6% 28.9%

12.3% 13.6%

33.3%

18.5%

34.6%

0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

100.0%

会員顧客企業 n=101 中規模一般企業 n=76 小規模一般企業 n=81

1.ブラックボック

ス化したレガ

シーシステム

5.初期投資費用

の確保

4.強いリーダー

シップで変革を

推進できる人

材の確保

2.新しいアイデ

アを基に未来を

描ける人材の

確保

3.デジタル技術

で業務プロセス

に適用できる人

材の確保
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DX を推進する際に ITベンダーに期待すること 
 

 

 

  

78.2%

55.4%

75.2%

39.6% 41.6%

8.9%

42.1%

17.1%

40.8%
36.8%

17.1%

9.2%

48.1%

12.3%

34.6%

24.7%

13.6%

3.7%

0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

100.0%

会社、業務を

理解した上で

の提案

事例を含めた

分かりやすい

資料の提供

費用対効果の

明確な提案

安心・安全な製

品・サービスの

提供

製品・サービス

の導入サポー

ト・ＦＡＱ対応

システムの内

製開発やＰｏＣ

への協力

28.7%

45.5%

63.4%

44.6%

65.3%

13.2%
19.7%

25.0%
31.6% 28.9%

12.3% 13.6%

33.3%

18.5%

34.6%

0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

100.0%

会員顧客企業 n=101 中規模一般企業 n=76 小規模一般企業 n=81

1.ブラックボック

ス化したレガ

シーシステム

5.初期投資費用

の確保

4.強いリーダー

シップで変革を

推進できる人

材の確保

2.新しいアイデ

アを基に未来を

描ける人材の

確保

3.デジタル技術

で業務プロセス

に適用できる人

材の確保

29.7%

14.9%

5.0% 2.0% 1.0%

14.5%
9.2%

5.3% 3.9%
0.0%

14.8%

4.9% 3.7%
9.9%

0.0%
0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

100.0%

自社の事業を

理解し、ビジネ

スモデル変革

ＩＴベンダーの

体制強化、ス

キルアップ

ＩＴベンダーに

頼らず、内製

で進める予定

である

ＩＴベンダーに

何を相談すれ

ばよいのか分

からない

その他
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1.4.3 IT システムの整備状況 

(1) IT システム基盤 

◼ パソコンの OS 比率では、一般企業では過去 3 年で Windows11 の普及が進んでいるが、

会員顧客企業では 3 割弱の普及水準 

パソコンの OS 比率の推移 
 

 

 

  

28.4%

24.6%

31.2%

50.3%

42.8%

32.0%

47.5%

36.6%

27.1%

66.7%

66.2%

63.9%

38.2%

44.1%

60.3%

36.2%

44.6%

51.9%

3.6%

6.4%

4.3%

2.1%

5.4%

4.1%

7.9%

7.1%

10.7%

1.3%

2.7%

0.6%

9.4%

7.7%

3.5%

8.4%

11.8%

10.3%

0% 25% 50% 75% 100%

2024年度(n=332)

2023年度(n=316)

2022年度(n=247)

2024年度(n=350)

2023年度(n=350)

2022年度(n=414)

2024年度(n=350)

2023年度(n=350)

2022年度(n=365)

Windows 11 Windows 10 他のWindows その他ＯＳ

会
員
顧
客
企
業

中
規
模
一
般
企
業

小
規
模
一
般
企
業
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(2) 業務のシステム化状況 

◼ 会員顧客企業の業務のシステム化状況では、「フロントオフィス」では＜クラウドサービス利

用＞、「業務固有部門」では＜オンプレミス利用＞の割合が高い 

◼ 一般企業の業務のシステム化状況では、いずれの業務部門でも＜システム化していない＞の

割合が高い 

フロントオフィスのシステム化状況 
 

 

 

業務固有部門のシステム化状況 
 

 

 

  

49.4%

38.0%

8.7%

19.9%

32.0%

12.0% 10.9%

52.9%

12.6%

5.7%
10.6%

74.0%

0%

25%

50%

75%

100%

クラウド

サービス利用

オンプレミス

利用

パソコン単体

利用

システム化

してない

会員顧客企業 n=332 中規模一般企業 n=350 小規模一般企業 n=350

36.6%

43.8%

8.2%

31.1%
27.7%

12.6%
9.7%

55.7%

12.0%

3.4% 5.7%

82.0%

0%

25%

50%

75%

100%

クラウド

サービス利用

オンプレミス

利用

パソコン単体

利用

システム化

してない

会員顧客企業 n=331 中規模一般企業 n=350 小規模一般企業 n=350
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(3) システム投資、運用費用、クラウドサービス利用費用 

◼ 情報システムの新規投資、運用費用（P76）、クラウドサービス利用費用（P76）について

は、全ての費用（投資）において、会員顧客企業および中規模一般企業は「100 万円-

1000 万円未満」、小規模一般企業では「10 万円未満」の割合が高い 

情報システム新規投資額 
 

 

 

 

7.3%

7.9%

52.4%

20.1%

18.8%

30.7%

37.1%

35.0%

13.4%

26.6%

15.5%

2.8%

8.9%

22.7%

0.8%

0% 25% 50% 75% 100%

会員顧客企業 n=259

中規模一般企業 n=277

小規模一般企業 n=254

10万円未満 10万円-100万円未満 100万円-1000万円未満

1000万円-１億円未満 １億円以上
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2. セキュリティへの取り組み状況 
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2. セキュリティへの取り組み状況 

2.1 セキュリティ対策実施状況、セキュリティ要請状況 

 

◼ セキュリティ対策は、会員顧客企業で 8割、中規模一般企業で 7割、小規模一般企業で 6割

の実施済みの状況 

◼ セキュリティに関する要請元は、「要請元なし」の割合が高い 

◼ セキュリティ要請がある企業の方が、セキュリティ対策実施率が高い 

 

2.1.1 セキュリティ対策実施状況 

 

図 2.1-1 セキュリティ対策の実施状況 

  

企業群別でみたセキュリティ対策の実施状況は図 2.1-1の通りである。 

会員顧客企業では、「セキュリティ対策実施済み」（ 85.5％）、「セキュリティ対策実施予

定」（12.1％）、「セキュリティ対策未実施」（2.4％）であった。 

 「セキュリティ対策実施済み」を企業群別でみると、小規模一般企業（62.6％）、中規模一般企

業（72.3％）となっており、会員顧客企業のセキュリティ対策実施済みはいずれも高い結果であった。 

 

72.3%

62.6%

85.5%

17.0%

12.8%

12.1%

10.7%

24.6%

2.4%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

中規模一般企業 n=336

小規模一般企業 n=345

会員顧客企業 n=331

セキュリティ対策実施済み セキュリティ対策実施予定 セキュリティ対策未実施
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図 2.1-2 会員顧客企業のセキュリティ対策の実施状況変化 

  

会員顧客企業のセキュリティ対策の実施状況について前年度結果と比べると、「セキュリティ対策実

施済み」が 2.5 ポイント低く、「セキュリティ対策未実施」が 0.8 ポイント高い結果であった（図 

2.1-2）。 

 

 

図 2.1-3 会員顧客企業（業種別）のセキュリティ対策の実施状況 

  

会員顧客企業のセキュリティ対策の実施状況を業種別でみると、情報通信業（97.1％）、建設

業（90.0％）が高い実施状況にあり、サービス業を除き 8割を超える実施状況にある。他方で、サービ

ス業だけが「セキュリティ対策実施済み」が 7割を割っていた（68.6％）。「セキュリティ対策未実施」

でみると、卸・小売業が 5.9％と高くなっていた（図 2.1-3）。 
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2.1.2 セキュリティ要請状況 

 

図 2.1-4 セキュリティに関する要請元 

  

セキュリティに関する要請（決められたセキュリティ基準への対応依頼）元をみると、会員顧客企

業では、「要請なし」（34.7％）、「顧客」（20.8％）、「取引企業（サプライチェーン）」（18.1％）であっ

た。中規模一般企業では、「要請なし」（37.7％）、「取引企業（サプライチェーン）」（18.3％）、「顧

客」（14.6％）であった。小規模一般企業では、「要請なし」（64.6％）、「顧客」（10.3％）、「業界団

体」（9.4％）であった（図 2.1-4）。 
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2.1.3 セキュリティ対策とセキュリティ要請の関係 

 

 

図 2.1-5 セキュリティ要請の有無別でみたセキュリティ対策の実施状況 

  

セキュリティ要請の有無別でみた対策の実施状況は図 2.1-5 の通りであった。会員顧客企業（+8.4

ポイント）、中規模一般企業（+4.3ポイント）、小規模一般企業（+14.8ポイント）のいずれでもセキュ

リティ要請がある企業の対策実施率が高くなっている。小規模一般企業においては、セキュリティ要

請がないと回答した企業の 32.7％がセキュリティ対策未実施の結果であった。 
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2.2 セキュリティ対策実施のきっかけ 

 

◼ セキュリティ対策実施のきっかけは、会員顧客企業では「自社で必要性を感じた」の割合

が高い 

 

 

図 2.2-1 セキュリティ対策のきっかけ（会員顧客企業 n=323） 

 

 会員顧客企業がセキュリティ対策実施のきっかけについて、実施項目別でみた結果が図 2.2-1 であ

る。「データ保護」、「ネットワークセキュリティ」、「バックアップと復旧」では＜自社で必要性を感じ

た＞の回答が 5 割を超えている。他方、「物理的セキュリティ」では＜予定なし＞が 25.4％と他の項目

に比べ高い結果であった。 
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図 2.2-2 セキュリティ対策のきっかけ（中規模一般企業 n=300） 

 

 中規模一般企業の結果が図 2.2-2 である。割合が高いものは、「ログ管理・保存」＜予定なし

＞（39.0％）、「物理セキュリティ」＜予定なし＞（38.3％）、「データ保護」＜自社で必要性を感じた

＞（35.0％）の順であった。 

 

 

図 2.2-3 セキュリティ対策のきっかけ（小規模一般企業 n=260） 

 

小規模一般企業の結果が図 2.2-3 である。小規模一般企業では、セキュリティ対策項目としてあげ

られている 7項目すべてにおいて、＜予定なし＞と回答した割合が 4割を超える水準にある。 

割合が高いものは、「ログ管理・保存」＜予定なし＞（63.5％）、「物理セキュリティ」＜予定なし

＞（63.5％）、「ユーザー認証・アクセス管理」＜予定なし＞（57.3％）の順であった。  
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2.3 導入済み、または導入予定のセキュリティ製品・サービス 

 

◼ 社内データ保護のために導入されている製品では、会員顧客企業では「バックアップ製

品」、「Active Directory」、中規模一般企業では「Active Directory」、「ネットワー

クアクセス制限製品」、小規模一般企業では「バックアップ製品」の割合が高い 

◼ インターネット上のデータ保護のために導入されている製品では、「ウイルス対策」、

「スパムメール対策」の割合が高い 

 

2.3.1 社内データ保護 

 

図 2.3-1 社内データ保護のために導入済み（導入予定）のセキュリティ製品・サービス 

 

 社内データ保護のためのセキュリティ製品・サービスの導入状況は図 2.3-1であった。 

会員顧客企業では、「バックアップ製品」（69.0％）、「Active Directory」（66.9％）、「ログ管理・保

管」（60.4％）、「ネットワークアクセス制限製品」（54.5％）、「EPP製品」（52.9％）の順であった。 
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中規模一般企業では、「Active Directory」（35.0％）、「ネットワークアクセス制限製品」（32.7％）、

「ログ管理・保管」（31.7％）、「バックアップ製品」（31.0％）、「ネットワーク型ウイルス対策製

品」（29.7％）の順であった。 

 

小規模一般企業では、「バックアップ製品」（ 30.4％）、「ネットワーク型ウイルス対策製

品」（29.6％）、「Active Directory」/「ネットワークアクセス制限製品」（ともに 16.5％）、「ログ管

理・保管」（16.2％）の順であった。 

 

2.3.2 インターネット上のデータ保護 

 

図 2.3-2 インターネット上のデータ保護のために導入済み（導入予定）の 

セキュリティ製品・サービス 

 

 インターネット上のデータ保護のためのセキュリティ製品・サービスの導入状況は図 2.3-2 であっ

た。 

会員顧客企業では、「ウイルス対策」（85.1％）、「スパムメール対策」（68.1％）、「サンドボックス製

品」（28.2％）の順であった。 

中規模一般企業では、「ウイルス対策」（58.0％）、「スパムメール対策」（45.3％）、「IDaaS」（24.0％）

の順であった。 

小規模一般企業では、「ウイルス対策」（61.5％）、「スパムメール対策」（39.6％）、「サンドボックス

製品」（18.1％）の順であった。 
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2.4 セキュリティ対策の運用 

◼ セキュリティ対策として＜正しく運用されており機能している＞ものは「セキュリティ

ルールやポリシーの整備」が 8割弱 

◼ 会員顧客企業ならびに中規模一般企業では、「生成 AI のガイドライン整備」は 4 割前後の

運用状況 

 

 
図 2.4-1 セキュリティ対策の運用状況 

  

39.4%

30.6%

29.6%

23.6%

20.4%

7.4%

6.5%

8.3%

7.9%

7.9%

53.2%

63.0%

62.0%

68.5%

71.8%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

小
規
模
一
般
企
業

セキュリティルールやポリシーの

整備

セキュリティ教育・トレーニングプ

ログラムの定期的実施

生成ＡＩのガイドライン整備

セキュリティ対策の定期的評価や

監査

セキュリティインシデントへの対応

体制

n=216

64.6%

53.5%

54.3%

50.6%

39.9%

11.9%

16.5%

14.8%

12.8%

11.5%

23.5%

30.0%

30.9%

36.6%

48.6%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

中
規
模
一
般
企
業

セキュリティルールやポリシーの

整備

セキュリティ教育・トレーニングプ

ログラムの定期的実施

生成ＡＩのガイドライン整備

セキュリティ対策の定期的評価や

監査

セキュリティインシデントへの対応

体制

n=243

78.8%

64.7%

65.0%

47.7%

29.7%

9.9%

15.2%

15.2%

10.6%

6.0%

11.3%

20.1%

19.8%

41.7%

64.3%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

会
員
顧
客
企
業

セキュリティルールやポリシーの

整備

セキュリティ教育・トレーニングプ

ログラムの定期的実施

生成ＡＩのガイドライン整備

セキュリティ対策の定期的評価や

監査

セキュリティインシデントへの対応

体制

n=283

78.8%

64.7%

65.0%

47.7%

29.7%

9.9%

15.2%

15.2%

10.6%

6.0%

11.3%

20.1%

19.8%

41.7%

64.3%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

正しく運用されており機能している 運用されているが機能していない 運用されていない



2. セキュリティへの取り組み状況 

© 一般社団法人 日本コンピュータシステム販売店協会 2025 31 セキュリティと DX への取り組みに関する調査研究 

 セキュリティ対策の 5つの項目について、運用状況を聞いた結果が図 2.4-1である。 

 会員顧客企業では、「セキュリティルールやポリシーの整備」について＜正しく運用されており機能

している＞との回答が 78.8％と高い結果であり、「セキュリティインシデントへの対応体制」＜正しく

運用されており機能している＞65.0％の順で機能していた。 

 中規模一般企業では、「セキュリティルールやポリシーの整備」について＜正しく運用されており機

能している＞との回答が 64.6％と高い結果であり、「セキュリティインシデントへの対応体制」＜正し

く運用されており機能している＞54.3％の順で機能していた。 

 小規模一般企業では、会員顧客企業ならびに中規模一般企業と比べると割合は低いものの、「セキュ

リティルールやポリシーの整備」について＜正しく運用されており機能している＞との回答が 39.4％

と高く、「セキュリティ教育・トレーニングプログラムの定期的実施」＜正しく運用されており機能し

ている＞30.6％の順で機能していた。 
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2.5 セキュリティ脅威への対応 

 

◼ 会員顧客企業のセキュリティ脅威の理解（把握）は中規模・小規模一般企業よりも高く、

対策も進んでおり、前回調査結果よりも理解が高まった 

◼ インシデントが発生した際の相談先としては「販売店・ベンダー」が最も多い 

 

2.5.1 セキュリティ脅威の理解度と対応状況 

セキュリティの脅威に対し、理解度と対策状況を調査した結果が図 2.5-1、図 2.5-2、図 2.5-3で

ある。 

最新としては、「情報セキュリティ 10大脅威 2024」が独立行政法人 情報処理推進機構より公表され

ているが、前年度調査との比較の観点から「情報セキュリティ 10 大脅威 2023」を使っている。脅威の

種類・内容（要約）は表 2.5-1の通り。 

 

表 2.5-1 情報セキュリティ 10大脅威2 

 

 
2 『セキュリティーとデジタルトランスフォーメーションへの取り組み状況に関する調査研究 2023 年度版』, 一般社団

法人 日本コンピュータシステム販売店協会,2024/2 
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図 2.5-1 会員顧客企業のセキュリティ脅威の理解度と対応状況 

 

 会員顧客企業におけるセキュリティ脅威の理解度として把握しており対策されているものとしては、

「ランサムウェアによる被害」（73.4％）、「標的型攻撃による機密情報の窃取」（67.2％）、「内部不正

による情報漏えい等の被害」（64.1％）であった。他方、把握されていないものは、「犯罪のビジネス

化（アンダーグラウンドサービス）」（28.2％）と「テレワーク等のニューノーマルな働き方を狙った

攻撃」（20.7％）が 2割を超えていた。 
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図 2.5-2 中規模一般企業のセキュリティ脅威の理解度と対応状況 

 

中規模一般企業におけるセキュリティ脅威の理解度として把握しており対策されているものとして

は、「ランサムウェアによる被害」（46.4％）、「内部不正による情報漏えい等の被害」（41.1％）、「不注

意による情報漏えい等の被害」（39.9％）であった。他方、把握されていないものは、「テレワーク等

のニューノーマルな働き方を狙った攻撃」（47.3％）、「犯罪のビジネス化（アンダーグラウンドサービ

ス）」（47.0％）、「脆弱性対策情報の公開に伴う悪用増加」（45.8％）の 3つが 45％を超えていた。 
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図 2.5-3 小規模一般企業のセキュリティ脅威の理解度と対応状況 

 

小規模一般企業におけるセキュリティ脅威の理解度として把握しており対策されているものとして

は、「ランサムウェアによる被害」（28.7％）、「内部不正による情報漏えい等の被害」（22.3％）、「ビジ

ネスメール詐欺による金銭被害」（22.0％）となっており、2 割を超える水準であった。他方、把握さ

れていないものは、「犯罪のビジネス化（アンダーグラウンドサービス）」（68.1％）、「テレワーク等の

ニューノーマルな働き方を狙った攻撃」（ 65.8％）、「サプライチェーンの弱点を悪用した攻

撃」（65.5％）の 3つが 65％を超えていた。 
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図 2.5-4 会員顧客企業におけるセキュリティ脅威の理解の変化 

 

 会員顧客企業における「情報セキュリティ 10大脅威」の理解について、前年度調査結果と比較した

のが図 2.5-4である。※今回調査結果では「把握しており対策している」と「把握しているが対策を

していない」を合計し「把握している」として集計した。 

 今年度の調査では、すべての項目の理解が 7割を超えており、すべての項目で理解度は上昇してい

た。なかでも、前年度から大きく理解度が上がっていたのは、「ビジネスメール詐欺による金銭被

害」（プラス 50.3ポイント）、「不注意による情報漏えい等の被害」および「犯罪のビジネス化（アン

ダーグラウンドサービス）」（ともにプラス 49.0ポイント）であった。 
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2.5.2 インシデントが発生した際の想定される相談先 

 

 

図 2.5-5 インシデントが発生した際の想定される相談先 

 

 前節の「情報セキュリティ 10大脅威」に関するインシデントが発生した際に想定される相談先を聞

いた結果が図 2.5-5である。 

 会員顧客企業では、「販売店・ベンダー」（22.0％）、「警察」（13.9％）、「取引企業（サプライチェー

ン）」（10.2％）の順で相談先としてあげられていた。 

 中規模一般企業では、「販売店・ベンダー」（19.0％）、「業界団体」（14.3％）、「取引企業（サプライ

チェーン）」・「警察」（11.0％）の順であった。 

 小規模一般企業では、「販売店・ベンダー」（22.0％）、「警察」（18.6％）、「業界団体」（16.8％）の

順であった。 
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2.6 セキュリティ対策への課題、投資状況 

 

◼ セキュリティ対策未実施企業の課題としては、会員顧客企業では「リソース不足」、一般

企業では「コスト、経済的な制約」・「経営陣のセキュリティへの関心や意識」の割合が

高い 

◼ セキュリティ投資額は、会員顧客企業・中規模一般企業では「100万円以上､300万円未

満」、小規模一般企業では「10万円未満」の割合が高い 

◼ セキュリティ投資額が多い業種は、会員顧客企業では「建設業」、中規模一般企業では

「情報通信業」 

 

2.6.1 セキュリティ対策未実施企業における課題 

 

図 2.6-1 セキュリティ対策未実施企業における課題 

 

 セキュリティ対策未実施企業において、妨げとなっている課題を聞いた結果が図 2.6-1である。 

 会員顧客企業では、「リソース不足」（22.2％）を 2 社があげていた。他には、「コスト、経済的な制

約」・「他の優先事項」・「経営陣のセキュリティへの関心や意識」・「専門知識や技術的な要件の不足」・

「適切なベンダーや専門家がいない」があげられている。 

  

11.1%

22.2%

11.1%

11.1%

11.1%

11.1%

0.0%

0.0%

0.0%

12.0%

4.0%

2.0%

10.0%

6.0%

8.0%

4.0%

8.0%

6.0%

3.3%

1.1%

1.1%

3.3%

2.2%

0.0%

2.2%

2.2%

2.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

コスト、経済的な制約

リソース不足

他の優先事項

経営陣のセキュリティへの関心や意識

専門知識や技術的な要件の不足

適切なベンダーや専門家がいない

組織の文化や風土

ビジネス的なメリットやペナルティがない

何から対策に取り組むべきかが分からない

会員顧客企業 n=9 中規模一般企業 n=50 小規模一般企業 n=90



2. セキュリティへの取り組み状況 

© 一般社団法人 日本コンピュータシステム販売店協会 2025 39 セキュリティと DX への取り組みに関する調査研究 

 中規模一般企業においては、「コスト、経済的な制約」（12.0％）、「経営陣のセキュリティへの関心

や意識」（10.0％）、「適切なベンダーや専門家がいない」・「ビジネス的なメリットやペナルティがな

い」（ともに 8.0％）があげられている。 

 小規模一般企業においては、「コスト、経済的な制約」・「経営陣のセキュリティへの関心や意

識」（ともに 3.3％）、「専門知識や技術的な要件の不足」・「組織の文化や風土」・「ビジネス的なメリッ

トやペナルティがない」・「何から対策に取り組むべきかが分からない」（ともに 2.2％）があげられて

いる。 

 

2.6.2 セキュリティ投資額 

 

図 2.6-2 今年度のセキュリティ投資額 

 

 今年度のセキュリティに対する投資額を聞いた結果が図 2.6-2である。 

 会員顧客企業では、「100 万円以上､300 万円未満」（27.0％）、「300 万円以上､1000 万円未

満」（20.5％）、「30万円以上､100万円未満」（19.3％）であった。 

 中規模一般企業では、「100 万円以上､300 万円未満」（26.6％）、「30 万円以上、100 万円未

満」（21.3％）、「10万円以上、30万円未満」（15.9％）であった。 

 小規模一般企業では、「10 万円未満」（63.3％）、「10 万円以上､30 万円未満」（21.2％）、「30 万円以

上、100万円未満」（7.7％）であった。 
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次に、セキュリティ投資額を業種別でみてみる。投資額については、「1000 万円未満」、「1000 万円-

1 億円未満」、「1億円以上」の 3分類とする。 

 

 

図 2.6-3 会員顧客企業（n=244）の業種別セキュリティ投資額 

 

 会員顧客企業（図 2.6-3）では、建設業でのセキュリティ投資額が多く、1000 万円以上（33.3％）

の結果であった。 

 

 

図 2.6-4 中規模一般企業（n=207）の業種別セキュリティ投資額 

 

 中規模一般企業（図 2.6-4）では、情報通信業でのセキュリティ投資額が多く、1000 万円以

上（37.5％）の結果であった。 
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図 2.6-5 小規模一般企業（n=259）の業種別セキュリティ投資額 

 

 小規模一般企業（図 2.6-5）では、「サービス業」、「その他」を除き投資額は 1000 万円未満であっ

た。 
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製造業 n=22
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建設業 n=30

情報通信業 n=23

卸・小売業 n=40

その他 n=75

1000万円未満 1000万円-1億円未満 1億円以上
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3. DX への取り組み状況 

3.1 DX への取り組み状況 

 

◼ DXへの取り組みは、会員顧客企業および中規模一般企業で進んでいる 

◼ 小規模一般企業では、取り組んでいる割合が低く（経年変化を含め）、「必要と考えてい

ない」割合も 4割となっている 

 

3.1.1 DX への取り組み状況 

 

図 3.1-1 DXへの取り組み状況 

 

企業群別でみた DXへの取り組み状況は図 3.1-1の通りである。 

会員顧客企業および中規模一般企業では、「取り組んでいる」「取り組み予定である」の合計は 5割を

超えている。他方で、小規模一般企業では「取り組んでいる」「取り組み予定である」の合計は 29.0％

であり、「必要と考えていない」が 44.0％であった。 

  

45.6%

31.2%

12.7%

16.6%

26.7%

16.3%

30.5%

26.0%

27.0%

7.3%

16.1%

44.0%

0% 25% 50% 75% 100%

会員顧客企業 n=331

中規模一般企業 n=292

小規模一般企業 n=300

取り組んでいる 取り組み予定である

必要と考えているが、取り組めていない 必要と考えていない
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3.1.2 DX への取り組み 経年変化 

 

 

図 3.1-2 会員顧客企業の DXへの取り組み状況の変化 

 

 会員顧客企業の DXへの取り組み状況の変化は図 3.1-2の通りである。 

 「取り組んでいる」割合は、前年度から 5.4ポイント増加しており、過去 3年度でみても着実に取り

組みが進んでいる。 

 

 

図 3.1-3 中規模一般企業の DX への取り組み状況の変化 

 

 中規模一般企業の DXへの取り組み状況の変化は図 3.1-3の通りである。 

 「取り組んでいる」割合は、前年度から 8.7 ポイント増加しており、「必要と考えていない」割合も

4.6 ポイント減少していることから、中規模一般企業でも DXへの取り組みが進展している。 
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30.5%
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39.3%
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7.9%
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0% 25% 50% 75% 100%

会員顧客企業 2024年度 n=331

会員顧客企業 2023年度 n=316

会員顧客企業 2022年度 n=239

取り組んでいる 取り組み予定である

必要と考えているが、取り組めていない 必要と考えていない
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22.5%
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中規模一般企業 2024年度 n=292

中規模一般企業 2023年度 n=280

中規模一般企業 2022年度 n=378

取り組んでいる 取り組み予定である

必要と考えているが、取り組めていない 必要と考えていない
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図 3.1-4 小規模一般企業の DX への取り組み状況の変化 

 

 小規模一般企業の DXへの取り組み状況の変化は図 3.1-4の通りである。 

 「取り組んでいる」「取り組み予定である」を合計した割合は今年度調査で 25％を超えたものの、

「必要と考えていない」割合も 44.0%の高い水準で変化していない。 

 

3.1.3 DX 推進に取り組みはじめてからの経過年数 

 

図 3.1-5 DX推進に取り組みはじめてからの経過年数 

 

 DX推進に取り組みはじめてからの経過年数を企業群別にみたものが図 3.1-5である。 

 いずれの企業群においても、「1 年以上～3 年未満」（会員顧客企業（54.3％）、中規模一般企

業（46.2％）、小規模一般企業（36.8％）との回答割合が高い結果である。 

 会員顧客企業ならびに中規模一般企業においては、「1年以上～6年未満」の割合が高い。小規模一般

企業では、「1年未満」（20.7％）の割合も高い結果である。 
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33.9%
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0% 25% 50% 75% 100%

小規模一般企業 2024年度 n=300

小規模一般企業 2023年度 n=292
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取り組んでいる 取り組み予定である
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3.2 DX に取り組む、または取り組もうとする背景 

 

◼ DXに取り組む、または取り組もうとする背景にある経営課題は、「生産性向上」、「収益

性向上」、「人材の確保・育成」の割合が高い 

 

 

図 3.2-1 DXに取り組む、または取り組もうとする背景にある経営課題 

 

 DXに取り組む、または取り組もうとする背景にある経営課題の結果が図 3.2-1である。 

 会員顧客企業では、「生産性向上」（76.7％）、「収益性向上」（41.3％）、「人材の確保・育

成」（30.1％）の順であった。中規模一般企業では、「生産性向上」（42.6％）、「収益性向上」（36.1％）、

「人材の確保・育成」（34.9％）の順であった。小規模一般企業では、「収益性向上」（42.5％）、「生産

性向上」（29.9％）、「人材の確保・育成」（23.0％）の順であった。 
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表 3.2-1 DXに取り組む、または取り組もうとする背景にある経営課題 会員顧客企業 業種別 

 

 

 会員顧客企業において、DX に取り組む、または取り組もうとする背景にある経営課題を業種別でま

とめた結果が表 3.2-1である。 

 「生産性向上」については、どの業種でも高い結果でありおよそ 7 割以上の水準にある。「従業員満

足度の向上」の割合が高いのは、「その他」と「卸・小売業」であった。 

 

  

製造業
n=42

サービス業
n=25

建設業
n=16

情報通信業
n=50

卸・小売業
n=31

その他
n=42

収益性向上 40.5% 52.0% 43.8% 34.0% 58.1% 31.0%

人材の確保・育成 26.2% 32.0% 31.3% 34.0% 25.8% 31.0%

売り上げ・シェア拡大 14.3% 16.0% 12.5% 28.0% 38.7% 16.7%

生産性向上 85.7% 68.0% 75.0% 72.0% 77.4% 78.6%

事業基盤の強化・再編 19.0% 16.0% 6.3% 26.0% 12.9% 38.1%

新製品・新サービス・新事
業の開発

7.1% 12.0% 12.5% 12.0% 12.9% 9.5%

従業員満足度の向上 19.0% 20.0% 12.5% 22.0% 25.8% 31.0%

ＳＤＧｓ対応 2.4% 8.0% 6.3% 4.0% 6.5% 11.9%

グローバル化 0.0% 4.0% 6.3% 2.0% 0.0% 4.8%

その他 4.8% 4.0% 6.3% 0.0% 0.0% 4.8%
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3.3 DX 関連費用と推進体制 

 

◼ 会員顧客企業の DX関連費用では、「300-1000万円未満」の割合が高い 

◼ 小規模一般企業における DX関連費用は「30万円未満」の割合が高い 

◼ DX推進体制では、会員顧客企業と中規模一般企業では「ITシステム部門が主導」、小規模

一般企業では「社長、会長、経営企画部門が主導」の割合が高い 

 

3.3.1 DX 関連費用 

 

図 3.3-1 DX関連費用 

 

 今年度の DX関連費用の結果は図 3.3-1である。 

 会員顧客企業および中規模一般企業においては、「30万円未満」の回答が 10％程度であり、他の区分

が 20％程度の均等な結果であった。他方で、小規模一般企業では、「30 万円未満」の回答が 62.2％で

あり、「100万円未満」では 85.1％の水準となっていた。 
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39.2%
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8.1%

23.0%

16.3%

19.5%

23.0%

23.0%

26.0%
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28.1%

19.5%

2.7%

22.2%

21.1%

5.4%

0% 25% 50% 75% 100%

会員顧客企業 n=135

中規模一般企業 n=123

小規模一般企業 n=74

１０万円未満 １０万円以上、３０万円未満 ３０万円以上、１００万円未満

１００万円以上、３００万円未満 ３００万円以上、１０００万円未満 １０００万円以上
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図 3.3-2 会員顧客企業の業種別 DX関連費用 

 

 会員顧客企業の結果を業種別でみると（図 3.3-2）、いずれの業種においても「300-1000万円未満」

の割合が高く 20％から 40％の割合であった。 
 

3.3.2 DX 推進体制 

 

図 3.3-3 DX推進体制 

 

DX 推進体制の結果は図 3.3-3通りであった。 

 会員顧客企業では、「IT システム部門が主導」（24.3％）、「社長、会長、経営企画部門が主

導」（21.8％）、「DX推進専門部門が主導」（21.4％）の順であった。中規模一般企業においては、「ITシ

ステム部門が主導」（26.6％）、「社長、会長、経営企画部門が主導」（19.5％）、「DX 推進専門部門が主

導」（18.9％）の順であった。小規模一般企業においては、「社長、会長、経営企画部門が主

導」（42.5％）、「特別な推進体制はない」（23.0％）、「DX 推進専門部門が主導」（12.6％）の順であった。  
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3.4 DX に必要なスキル 

 

◼ DXに必要なスキルの確保では、会員顧客企業では「システムインテグレーターなどから調

達」、中規模一般企業では「自社で育成」、小規模一般企業では「不要」の割合が高い 

◼ 人工知能開発（機械学習）における DXに必要なスキルの確保では、「不要」との回答の割

合が高い 

 

3.4.1 プロジェクト管理 

 

図 3.4-1 DXに必要なスキルの確保：プロジェクト管理 

 

 プロジェクト管理における DXに必要なスキルの確保では（図 3.4-1）、会員顧客企業では「自社で育

成」（52.4％）、中規模一般企業では「自社で育成」（33.7％）、小規模一般企業では「不要」（40.2％）

であった。 
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0% 25% 50% 75% 100%

会員顧客企業 n=206

中規模一般企業 n=169

小規模一般企業 n=87

既に社内にあった 自社で育成 新たに人材採用 システムインテグレーターなどから調達 不要
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3.4.2 ビジネスアーキテクチャ設計 

 

図 3.4-2 DXに必要なスキルの確保：ビジネスアーキテクチャ設計 

 

 ビジネスアーキテクチャ設計における DXに必要なスキルの確保では（図 3.4-2）、会員顧客企業では

「自社で育成」（47.6％）、中規模一般企業では「自社で育成」（37.3％）、小規模一般企業では「不

要」（36.8％）であった。 

 

 

3.4.3 デザイン（サービス・ＵＩ・ＵＸ・グラフィック） 

 

図 3.4-3 DXに必要なスキルの確保：デザイン（サービス・ＵＩ・ＵＸ・グラフィック） 

 

デザイン（サービス・UI・UX・グラフィック）における DXに必要なスキルの確保では（図 3.4-3）、

会員顧客企業では「システムインテグレーターなどから調達」（31.1％）、中規模一般企業では「自社

で育成」（31.4％）、小規模一般企業では「不要」（42.5％）であった。 
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3.4.4 システム設計 

 

図 3.4-4 DXに必要なスキルの確保：システム設計 

 

システム設計における DXに必要なスキルの確保では（図 3.4-4）、会員顧客企業では「システムイン

テグレーターなどから調達」（37.4％）、中規模一般企業では「自社で育成」（31.4％）、小規模一般企

業では「不要」（43.7％）であった。 

 

 

3.4.5 プログラミング 

 

図 3.4-5 DXに必要なスキルの確保：プログラミング 

 

プログラミングにおける DXに必要なスキルの確保では（図 3.4-5）、会員顧客企業では「システムイ

ンテグレーターなどから調達」（37.4％）、中規模一般企業では「自社で育成」（29.0％）、小規模一般

企業では「不要」（43.7％）であった。 
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3.4.6 データセキュリティ設計 

 

図 3.4-6 DXに必要なスキルの確保：データセキュリティ設計 

 

データセキュリティ設計における DXに必要なスキルの確保では（図 3.4-6）、会員顧客企業では「シ

ステムインテグレーターなどから調達」（37.9％）、中規模一般企業では「自社で育成」（31.4％）、小

規模一般企業では「不要」（41.4％）であった。 

 

 

3.4.7 データサイエンス 

 

図 3.4-7 DXに必要なスキルの確保：データサイエンス 

 

データサイエンスにおける DXに必要なスキルの確保では（図 3.4-7）、会員顧客企業では「システム

インテグレーターなどから調達」（33.0％）、中規模一般企業では「自社で育成」（29.6％）、小規模一

般企業では「不要」（46.0％）であった。 
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3.4.8 生成ＡＩ利活用 

 

図 3.4-8 DXに必要なスキルの確保：生成 AI利活用 

 

生成 AI 利活用における DX に必要なスキルの確保では（図 3.4-8）、会員顧客企業では「自社で育

成」（34.0％）、中規模一般企業では「不要」（33.1％）、小規模一般企業では「不要」（47.1％）であっ

た。 

 

 

3.4.9 人工知能開発（機械学習） 

 

図 3.4-9 DXに必要なスキルの確保：人工知能開発（機械学習） 

 

人工知能開発（機械学習）における DX に必要なスキルの確保では（図 3.4-9）、会員顧客企業では

「不要」（39.8％）、中規模一般企業では「不要」（33.1％）、小規模一般企業では「不要」（50.6％）で

あった。 
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3.5 DX 推進の状況 

 

◼ DXのために導入したデジタル技術は、「クラウド」と「生成 AI」の割合が高い 

◼ DXに取り組む目的は、「既存事業のプロセスを改革し、製品やサービスの生産性を高め

る」ためが最も多い 

◼ DXへの取り組み（または取り組み予定）スピードでは、特に変化はしていない 

 

3.5.1 導入したデジタル技術 

 

図 3.5-1 導入したデジタル技術 

 

 DXのために導入した（または導入しようとしている）デジタル技術の結果は図 3.5-1である。 

 導入したデジタル技術としては、会員顧客企業、中規模一般企業、小規模一般企業ともに「クラウ

ド」と「生成 AI」の割合が高い。 
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3.5.2 DX に取り組む目的 

 

図 3.5-2 DXに取り組む目的 

 

 DXに取り組む目的の結果は図 3.5-2の通り。 

 DX に取り組む目的として、「既存事業のプロセスを改革し、製品やサービスの生産性を高める」との

回答割合が高く、会員顧客企業の 83.0％、中規模一般企業の 53.8％、小規模一般企業の 43.7％と 4 割

以上が目的としてあげている。 

 次いで、「既存事業の技術を変革し、製品やサービスの領域を拡大する」が 3割以上、「既存の製品

やサービスの顧客領域を拡大する」が 2割以上の割合で目的としてあげている。 
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3.5.3 「既存事業のプロセスを改革し、製品やサービスの生産性を高める」行動 

 

図 3.5-3 「既存事業のプロセスを改革し、製品やサービスの生産性を高める」行動 

 

 「既存事業のプロセスを改革し、製品やサービスの生産性を高める」行動では（図 3.5-3）、「自動

化・省力化」があげられている。 

 

 

3.5.4 「既存事業の技術を変革し、製品やサービスの領域を拡大する」行動 

 

 

図 3.5-4 「既存事業の技術を変革し、製品やサービスの領域を拡大する」行動 

 

 「既存事業の技術を変革し、製品やサービスの領域を拡大する」行動では（図 3.5-4）、「AI や VR、

AR を取り込んだ新製品・サービス」があげられている。 
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3.5.5 「既存の製品やサービスの顧客領域を拡大する」行動 

 

図 3.5-5 「既存の製品やサービスの顧客領域を拡大する」行動 

 

 「既存の製品やサービスの顧客領域を拡大する」行動では（図 3.5-5）、会員顧客企業及び小規模一

般企業では「AIや ARを活用した商品提案」、中規模一般企業では「B２B型のデジタルマーケティン

グ」があげられている。 
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3.5.6 DX への取り組み、または取り組み予定の変化 

 

図 3.5-6 DXへの取り組み、または取り組み予定の変化 

 

 DXへの取り組み、または取り組み予定の変化では（図 3.5-6）、「特に変わっていない」の回答が多

くあげられている。 
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3.5.7 DX への取り組み、または取り組み予定が早まった理由 

 

 

図 3.5-7 DXへの取り組み、または取り組み予定が早まった理由 

 

 DX への取り組み（または取り組み予定）が早まった企業に対し、その理由を聞いたところ（図 

3.5-7）、会員顧客企業では「経営陣の旗振りがあった」（62.0％）、中規模一般企業では「IT システム

部門の旗振りがあった」（34.4％）、小規模一般企業では「IT システム部門の旗振りがあった」（28.6％）

があげられていた。 
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3.6 DX の成果 

 

◼ DXに取り組んだ成果については、会員顧客企業および中規模一般企業では「今後の成果が

見込まれる」の割合が高い 

 

 

3.6.1 会員顧客企業 

 
図 3.6-1 会員顧客企業の DXの成果 

 

 DX に取り組んだ成果について、会員顧客企業の回答結果が図 3.6-1 である。すべての項目において、

「今後の成果が見込まれる」との回答が 5割を超えていた。 

 

 

3.6.2 中規模一般企業 

 
図 3.6-2 中規模一般企業の DXの成果 

 

 DX に取り組んだ成果について、中規模一般企業の回答結果が図 3.6-2 である。すべての項目におい

て、「今後の成果が見込まれる」との回答が 5割を超えていた。 
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3.6.3 小規模一般企業 

 

図 3.6-3 小規模一般企業の DXの成果 

 

DX に取り組んだ成果について、小規模一般企業の回答結果が図 3.6-3である。「既存事業のプロセス

を改革し、製品やサービスの生産性を高める」では＜成果が出ている＞、「既存の製品やサービスの顧

客領域を拡大する」と「今までに取り組んでいない新規事業領域に進出する」では＜今後の成果が見

込まれる＞との回答が 5割を超えていた。 
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3.7 DX に取り組めていない背景 

 

（DXについて「必要と考えているが、取り組めていない」企業） 

◼ DXを推進する際の妨げは「初期投資費用の確保」と「デジタル技術で業務プロセスに適用

できる人材の確保」の割合が高い 

◼ DXを推進する際に ITベンダーに期待することは「会社、業務を理解した上での提案」の割

合が高い 

◼ 興味を持っているデジタル技術は「生成 AI」の割合が高い 

 

 

3.7.1 DX を推進する際の妨げ 

 

図 3.7-1 DXを推進する際の妨げ 

 

 DX について「必要と考えているが、取り組めていない」企業において、DX を推進する際の妨げの結

果が図 3.7-1 である。会員顧客企業では、「初期投資費用の確保」（65.3％）と「デジタル技術で業務

プロセスに適用できる人材の確保」（63.4％）があげられている。中規模一般企業では「強いリーダー

シップで変革を推進できる人材の確保」（31.6％）、小規模一般企業では「初期投資費用の確

保」（34.6％）があげられている。 
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3.7.2 DX を推進する際に、ＩＴベンダーに期待すること 

 

図 3.7-2 DXを推進する際に IT ベンダーに期待すること 

 

 DX について「必要と考えているが、取り組めていない」企業において、DX を推進する際に IT ベン

ダーに期待することの結果が図 3.7-2である。 

 会員顧客企業では、「会社、業務を理解した上での提案」（78.2％）、「費用対効果の明確な提

案」（ 75.2％）があげられている。中規模一般企業では、「会社、業務を理解した上での提

案」（42.1％）、「費用対効果の明確な提案」（40.8％）があげられている。小規模一般企業では、「会社、

業務を理解した上での提案」（48.1％）、「費用対効果の明確な提案」（34.6％）があげられている。 
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3.7.3 興味を持っているデジタル技術 

 

図 3.7-3 興味を持っているデジタル技術 

 

 DX について「必要と考えているが、取り組めていない」企業において、興味を持っているデジタル

技術の結果が図 3.7-3である。 

 会員顧客企業では、「生成 AI」（68.3％）、「サイバーセキュリティ」（52.5％）、「クラウド」（46.5％）

があげられている。中規模一般企業では、「生成 AI」（42.1％）、小規模一般企業では、「生成 AI」と

「クラウド」（ともに 38.3％）があげられている。 
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4. IT システムの整備状況 

4.1 IT システム基盤 

 

◼ ITシステム担当者数は、会員顧客企業および小規模一般企業では「1～2人」、中規模一般

企業では「3～5人」の割合が高い 

◼ パソコンの OS比率では、一般企業では過去 3年で Windows11の普及が進んでいるが、会員

顧客企業では 3割弱の普及水準 

 

 

4.1.1 IT システム担当者数 

 

 

図 4.1-1 IT システム担当者数 

 

 回答企業における、ITシステム担当者数の結果が図 4.1-1である。 

 会員顧客企業では、「1～2人」（37.5％）、「3～5人」（32.3％）であった。中規模一般企業では、

「3～5人」（30.3％）、「1～2人」（29.1％）であった。小規模一般企業では、「1～2人」（63.7％）、「0

人」（20.9％）であった。 
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4.1.2 パソコンの OS 比率の推移 

 

図 4.1-2 パソコンの OS比率の推移 

 

 回答企業における、パソコン（デスクトップパソコンとノートパソコンの合計）の OS比率の推移の

結果が図 4.1-2である。 

 会員顧客企業では、Windows10（66.7％）が最も多く、Windows11（28.4％）の結果であった。中規

模一般企業では、Windows11（50.3％）が最も多く、ついで Windows10（38.2％）の結果であった。小

規模一般企業では、Windows11（47.5％）が最も多く、ついで Windows10（36.2％）の結果であった。 
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4.1.3 スマートフォンの OS 比率の推移 

 

図 4.1-3 スマートフォンの OS比率の推移 

 

 回答企業における、スマートフォンの OS比率の推移の結果が図 4.1-3である。 

 会員顧客企業では、「iOS」の割合が高く、中規模一般企業および小規模一般企業では「Android」の

割合が高い。 
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4.1.4 サーバーの OS 比率の推移 

 

図 4.1-4 サーバーの OS比率の推移 

 

 回答企業における、サーバーの OS比率の推移の結果が図 4.1-4である。 

 会員顧客企業では、「他の Windows Server」（41.4％）、「Windows Server 2019」（26.8％）の順であ

った。中規模一般企業では、「Windows Server 2022」（48.0％）、「Windows Server 2019」（23.3％）の

順であった。小規模一般企業では、「 Windows Server 2022」（ 27.9％）、「 Windows Server 

2019」（26.9％）の順であった。 
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4.2 業務のシステム化状況 

 

◼ 会員顧客企業の業務のシステム化状況では、「フロントオフィス」と「バックオフィス」

では＜クラウドサービス利用＞、「業務固有部門」では＜オンプレミス利用＞の割合が高

い 

◼ 一般企業の業務のシステム化状況では、いずれの業務部門でも＜システム化していない＞

が多い 

 

 

表 4.2-1 業務部門の定義 

業務部門 業務内容 具体的業務例 

フロントオフィス 
顧客に直接対応し、外部との接点と

なる 
営業、販売、サービス、サポートなど 

ミドルオフィス 
フロントオフィスが成果を出せるよ

う、サポートする 

経営企画、リスク管理、広報、マーケティン

グなど 

業種固有部門 業種固有の業務を行う 
生産、開発、建設、輸送、倉庫、資産運用、

事業インフラ運用など 

バックオフィス 事務処理的な業務を行う 総務、人事、IT など 

 

 

4.2.1 フロントオフィス 

 

図 4.2-1 フロントオフィスのシステム化状況 

 

 フロントオフィスのシステム化状況の結果が図 4.2-1である。 

 フロントオフィスのシステム化では、会員顧客企業では「クラウドサービス利用」（48.0％）が高く、

一般企業では「システム化していない」が高い結果であった。 
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4.2.2 ミドルオフィス 

 

 

図 4.2-2 ミドルオフィスのシステム化状況 

 

ミドルオフィスのシステム化状況の結果が図 4.2-2 である。 

 ミドルオフィスのシステム化では、会員顧客企業、一般企業ともに「システム化していない」が高

い結果であった。 

 

 

4.2.3 業種固有部門 

 

図 4.2-3 業務固有部門のシステム化状況 

 

業務固有部門のシステム化状況の結果が図 4.2-3である。 

 業務固有部門のシステム化では、会員顧客企業では「オンプレミス利用」（43.8％）が高く、一般企

業では「システム化していない」が高い結果であった。 
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4.2.4 バックオフィス 

 

図 4.2-4 バックオフィスのシステム化状況 

 

バックオフィスのシステム化状況の結果が図 4.2-5 である。 

 バックオフィスのシステム化では、会員顧客企業では「クラウドサービス利用」（65.3％）が高く、

一般企業では「システム化していない」が高い結果であった。 
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4.3 システム投資、運用費用、クラウドサービス利用費用 

 

◼ 情報システムの新規投資、運用費用、クラウドサービス利用費用については、全ての費

用（投資）において、会員顧客企業および中規模一般企業は「100万円-1000万円未満」、

小規模一般企業では「10万円未満」の割合が高い 

 

 

4.3.1 情報システム新規投資額 

 

図 4.3-1 情報システム新規投資額 

 

情報システム新規投資額の結果が図 4.3-1である。 

 会員顧客企業では「100万円-1000万円未満」（37.3％）、中規模一般企業では「100万円-1000万円未

満」（35.0％）、小規模一般企業では「10万円未満」（52.4％）が高い結果であった。 
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4.3.2 情報システム運用費用 

 
図 4.3-2 情報システム運用費用 

 

情報システム運用費用（1年間での）の結果が図 4.3-2である。 

会員顧客企業では「100万円-1000万円未満」（45.2％）、中規模一般企業では「100万円-1000万円未

満」（42.5％）、小規模一般企業では「10万円未満」（53.6％）が高い結果であった。 

 

 

4.3.3 クラウドサービス利用料（年間） 

 

図 4.3-3 クラウドサービス利用料（年間） 

 

クラウドサービス利用料（1年間での）の結果が図 4.3-3である。 

会員顧客企業では「100万円-1000万円未満」（43.0％）、中規模一般企業では「100万円-1000万円未

満」（39.1％）、小規模一般企業では「10万円未満」（64.9％）が高い結果であった。 
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5. 回答企業のプロフィール 

この章では調査にご協力いただいた回答企業 1031社について、その業種、地域、従業員、売り上げ

等の分布について整理してある。報告書の本文を読む際の参考にしていただきたい。 

 

 

5.1 業種構成 

回答から得た 12業種を図表 5.1.1のように 6業種に集約し、回答企業の結果を提示する。 

 

図表 5.1.1 業種の集約 

集約後 集約前 

製造業 製造業 

サービス業 サービス業 

建設業 建設業 

情報通信業 通信業、情報サービス業 

商業 商業 

その他 
農林・水産・鉱業、電力・ガス・水道業、運輸・倉庫業、金融・保険業、不動産業、教

育・学習支援、官公庁・自治体、その他 

 

図 5.1-1 回答企業の業種構成 

 

 回答企業の業種構成では（図 5.1-1）、会員顧客企業では、「その他」（23.0％）、「情報通信

業」（20.5％）、「製造業」（19.6％）の順であった。中規模一般企業では、「その他」（27.7％）、「製造

業」（21.4％）、「サービス業」（21.1％）の順であった。小規模一般企業では、「その他」（29.7％）、

「サービス業」（26.0％）、「商業」（15.1％）の順であった。 
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5.2 資本構成 

 

図 5.2-1 回答企業の資本構成 

 

回答企業の資本構成では（図 5.2-1）、会員顧客企業では、「独立系」（65.6％）、「企業の一般子会

社」（18.7％）の順であった。中規模一般企業では、「独立系」（ 63.4％）、「企業の一般子会

社」（25.4％）の順であった。小規模一般企業では、「独立系」（82.9％）、「持ち株会社」（8.6％）の順

であった。 

 

5.3 地域 

 

図 5.3-1 回答企業の地域分布 

 

回答企業の地域では（図 5.3-1）、会員顧客企業では、「関東」（50.5％）、「北海道・東北」（15.7％）

の順であった。中規模一般企業では、「関東」（41.4％）、「近畿」（17.7％）の順であった。小規模一般

企業では、「関東」（36.9％）、「近畿」（20.3％）の順であった。 
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5.4 年間売上 

 

図 5.4-1 回答企業の売上分布 

 

回答企業の年間売上では（図 5.4-1）、会員顧客企業では、「10億円-100億円未満」（45.7％）、「1億

円-10 億円未満」（22.5％）の順であった。中規模一般企業では、「10 億円-100 億円未満」（37.8％）、

「1 億円-10 億円未満」（32.3％）の順であった。小規模一般企業では、「1000 万円-1 億円未

満」（46.2％）、「1億円-10 億円未満」（28.9％）の順であった。 
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付録 1 調査概要 

本年度は、「セキュリティ」と「デジタルトランスフォーメーション（DX）」への取り組み状況につ

いて調査した。 

 

(1) 調査対象企業の選定 

• 当協会会員の顧客企業から原則として従業員数 2000人未満、年間売上 3000億円未満の企業

を中心に選定（会員顧客企業） 

• 従業員数が 2人から 350人の企業をインターネット上で選定（一般企業） 

• なお、調査の実施に際しては以下の条件を設定した。 

∙ 勤務する企業の資本系列が「親企業の情報処理子会社」の場合、親企業について回答す

る 

∙ 勤務する企業の資本系列が「持ち株会社」の場合、企業グループ全体について回答する 

∙ 調査回答者が ITシステムの導入に関与していて、ITシステム全般の状況を把握している 

∙ 従業員数 2人から 20人の企業（小規模一般企業）と従業員数 21人から 350人の企業（中

規模一般企業）が同程度の構成比になる 

 

(2) 調査の実施方法 

調査対象企業にインターネット上のアンケート調査票への回答を依頼した。 

• 調査実施時期 ： 2024年 9月 11日～10月 31日 

• 回答時間 ： 30分程度 

 

(3) 本年度独自調査項目 

本年度は以下の項目を中心に調査した。調査内容の詳細は「付録 2 アンケート票」を参照された

い。 

• セキュリティへの取り組み状況 

• デジタルトランスフォーメーションへの取り組み状況 

 

(4) 例年調査項目 

• ITシステムの整備状況 

• 回答企業のプロフィール 
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付録 2 アンケート票 

※本報告書に合わせアンケート票の表現を「セキュリティ」へ統一しております 

 

スクリーニング調査 

あなたご自身についてお伺いします。 

 
SC1. あなたご自身は、お勤め先の組織（会社、団体、法人など）の規模、IT 利用状況（ハードウエアの導入台数、会

社の IT に関する方針など）を、どの程度把握されていますか。当てはまるものを一つお選びください。 

1. 把握している 

2. まあ把握している 

3. 把握していない 

4. 仕事はしていない 

 

SC2. あなたご自身は、お勤め先のセキュリティへの取り組み状況を、どの程度把握されていますか。当てはまるもの

を一つお選びください。 

1. 把握している 

2. まあ把握している 

3. 把握していない 

 

SC3. あなたご自身は、お勤め先の DX（デジタル技術を利用した経営改革、新領域への進出など）への取り組み状況

を、どの程度把握されていますか。当てはまるものを一つお選びください。 

1. 把握している 

2. まあ把握している 

3. 把握していない 

 

SC4. あなたご自身は、お勤め先における IT ハードウエア・ソフトウエア導入に関して、どう関与していますか。当て

はまるものを一つお選びください。 

1. 実質的な決定権を持っている 

2. 実質的な決定権を、部分的に持っている 

3. 決定権は持っていないが、選定や導入に関与している 

4. 関与していない 

 

SC5. あなたのお勤め先の従業員数（正規従業員数と非正規従業員（パート・アルバイトなど）の合計）は何人です

か。おおよそで構いませんので人数をお答えください。 

SC5_1：正規従業員人数  （     ）人 

SC5_2：非正規従業員人数  （     ）人 

合計                （     ）人 

 

SC6. お勤め先でのあなたの仕事、もしくは所属している部署はどこですか。最も近いものを一つお選びください。 

1. 経営者・役員 

2. 社業全般（社長室・経営企画など） 

3. 総務系（経理・財務・法務・人事） 

4. IT システム 

5. 購買（購買・資材など） 

6. 製造 

7. 広報・調査・マーケティング 

8. 営業・販売 

9. 研究・開発 

10. その他（具体的に：                                 ） 
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SC7. あなたのお勤め先の業種は何ですか。最も近いものを一つお選びください。 

1. 農林・水産・鉱業 

2. 建設業 

3. 製造業 

4. 電力・ガス・水道業 

5. 通信業（電気通信、放送など） 

6. 情報サービス業（情報処理、映像・音声・文字情報制作など） 

7. 運輸・倉庫業 

8. 商業（卸売業、小売業） 

9. 金融・保険業 

10. 不動産業 

11. サービス業（新聞、出版、映画、文教、病院、医療、社会福祉、保健衛生、廃棄物処理業など） 

12. 教育・学習支援 

13. 官公庁・自治体 

14. その他（具体的に：                                 ） 

 

本調査 

お勤め先の組織（会社、団体、法人など）のプロフィールについてお伺いします 

 
F1. あなたのお勤め先は資本系列上どの位置にありますか。最も近いものを一つお選びください。 

1. 独立系 

2. 企業の一般子会社 

3. 特定の会社（企業グループ）向けの情報処理子会社 

4. 持ち株会社 

 

F2. あなたのお勤め先の所在地はどちらですか。当てはまるものを一つお選びください。 

＜47 都道府県＞ 

 

F3. あなたのお勤め先の年間売上（収入）はどのくらいですか。当てはまるものを一つお選びください。 

1. 100 万円未満 

2. 100 万円以上、300 万円未満 

3. 300 万円以上、1000 万円未満 

4. 1000 万円以上、3000 万円未満 

5. 3000 万円以上、1 億円未満 

6. 1 億円以上、3 億円未満 

7. 3 億円以上、10 億円未満 

8. 10 億円以上、30 億円未満 

9. 30 億円以上、100 億円未満 

10. 100 億円以上、300 億円未満 

11. 300 億円以上、1000 億円未満 

12. 1000 億円以上、3000 億円未満 

13. 3000 億円以上、1 兆円未満 

14. 1 兆円以上 

15. 不明 

 

F4. あなたのお勤め先で社内 IT システムを担当している方は何人ですか。おおよそで構いませんので人数をお答えく

ださい。 

F4_1 ：専任担当者 （     ）人 

F4_2 ：兼任担当者 （     ）人 

 

F5. あなたのお勤め先が利用しているパソコンは何台ですか。おおよそで構いませんので、機種別、OS 別に台数をお

答えください。 

F5_1：デスクトップ PC 

F5_1_1  Windows 11 （     ）台 

F5_1_2  Windows 10 （     ）台 

F5_1_3  他の Windows （     ）台 

F5_1_4  Mac OS  （     ）台 

F5_1_5  Chrome OS （     ）台 

F5_1_6  その他 OS （     ）台 
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F5_2：ノート PC 

※キーボードを分離できるノート PC はタブレット端末に含めてください。 

F5_2_1  Windows 11 （     ）台 

F5_2_2  Windows 10 （     ）台 

F5_2_3  他の Windows （     ）台 

F5_2_4  Mac OS  （     ）台 

F5_2_5  Chrome OS （     ）台 

F5_2_6  その他 OS （     ）台 

 

F6. あなたのお勤め先が利用しているスマートフォンは何台ですか。おおよそで構いませんので、OS 別に台数をお答

えください。 

F6_1  iOS  （     ）台 

F6_2  Android  （     ）台 

F6_3  Windows  （     ）台 

F6_4  その他 OS （     ）台 

 

F7. あなたのお勤め先が利用しているタブレット端末（iPad、Surface など）は何台ですか。おおよそで構いませんの

で、OS 別に台数をお答えください。 

F7_1  iOS  （     ）台 

F7_2  Android  （     ）台 

F7_3  Windows  （     ）台 

F7_4  Chrome OS （     ）台 

F7_5  Fire OS（Amazon） （     ）台 

F7_6  その他 OS （     ）台 

 

F8. あなたのお勤め先が利用している物理サーバーは何台ですか。おおよそで構いませんので、OS 別に台数をお答え

ください。 

F8_1  Windows Server 2022 （     ）台 

F8_2  Windows Server 2019 （     ）台 

F8_3  Windows Server 2016 （     ）台 

F8_4  Windows Server 2012 （     ）台 

F8_5  他の Windows Server （     ）台 

F8_6  その他 OS（Linux など） （     ）台 

 

F9. あなたのお勤め先の IT システム化の現在の状況はどのようになっていますか。以下の業務系それぞれについて、

当てはまるものを全てお選びください。システム化していない場合、「システム化していない」をお選びくださ

い。 

  

システ

ム化済

み（クラ

ウド-

SaaS*利

用） 

システ

ム化済

み（ク

ラウド-

PaaS*利

用） 

システ

ム化済

み（ク

ラウド-

IaaS*利

用） 

システ

ム化済

み（オ

ンプレ

ミス*） 

システ

ム化済

み（パ

ソコン

単体） 

DaaS*を

利用し

ている 

システ

ム化し

ていな

い 

F9_1 

フロントオフィス（営

業、販売、サービス、サ

ポート） 

1 2 3 4 5 6 7 

F9_2 

ミドルオフィス（経営企

画、リスク管理、広報、

マーケティング） 

1 2 3 4 5 6 7 

F9_3 

業種固有（生産、開発、

建設、輸送、倉庫、資産

運用、インフラ運用） 

1 2 3 4 5 6 7 

F9_4 
バックオフィス（総務、

人事、IT など） 
1 2 3 4 5 6 7 
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F10. お勤め先の情報システムに対する新規投資額、運用コスト、クラウドサービス（含むインターネットサービス）

に支払う利用料についてお伺いします。 

F10_1 お勤め先の今年度の情報システム新規投資額は、どのくらいですか。当てはまるものを一つお選びくださ

い。 

1. 10 万円未満 

2. 10 万円以上、30 万円未満 

3. 30 万円以上、100 万円未満 

4. 100 万円以上、300 万円未満 

5. 300 万円以上、1000 万円未満 

6. 1000 万円以上、3000 万円未満 

7. 3000 万円以上、1 億円未満 

8. 1 億円以上、3 億円未満 

9. 3 億円以上、10 億円未満 

10. 10 億円以上、30 億円未満 

11. 30 億円以上、100 億円未満 

12. 100 億円以上、300 億円未満 

13. 300 億円以上、1000 億円未満 

14. 1000 億円以上 

15. 不明 

 

F10_2 お勤め先の今年度の情報システム運用費用は、どのくらいですか。当てはまるものを一つお選びくださ

い。 

1. 10 万円未満 

2. 10 万円以上、30 万円未満 

3. 30 万円以上、100 万円未満 

4. 100 万円以上、300 万円未満 

5. 300 万円以上、1000 万円未満 

6. 1000 万円以上、3000 万円未満 

7. 3000 万円以上、1 億円未満 

8. 1 億円以上、3 億円未満 

9. 3 億円以上、10 億円未満 

10. 10 億円以上、30 億円未満 

11. 30 億円以上、100 億円未満 

12. 100 億円以上、300 億円未満 

13. 300 億円以上、1000 億円未満 

14. 1000 億円以上 

15. 不明 

 

F10_3 お勤め先の今年度のクラウドサービス（含むインターネットサービス）に支払う利用料は、どのくらいです

か。当てはまるものを一つお選びください。 

1. 10 万円未満 

2. 10 万円以上、30 万円未満 

3. 30 万円以上、100 万円未満 

4. 100 万円以上、300 万円未満 

5. 300 万円以上、1000 万円未満 

6. 1000 万円以上、3000 万円未満 

7. 3000 万円以上、1 億円未満 

8. 1 億円以上、3 億円未満 

9. 3 億円以上、10 億円未満 

10. 10 億円以上、30 億円未満 

11. 30 億円以上、100 億円未満 

12. 100 億円以上、300 億円未満 

13. 300 億円以上、1000 億円未満 

14. 1000 億円以上 

15. 不明 
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セキュリティへの取り組みについてお伺いします。 

 

Q1. セキュリティへの取り組み状況はいかがですか。当てはまるものを一つお選びください。 

1. セキュリティ対策実施済み 

2. セキュリティ対策実施予定 

3. セキュリティ対策未実施 

 

Q2. セキュリティに関する要請（決められたセキュリティ基準への対応依頼）元はどこですか。当てはまるものを全て

お選びください。要請を受けていない場合、「要請なし」をお選びください。 

1. 業界団体 

2. 取引企業（サプライチェーン） 

3. 顧客 

4. 行政機関・役所 

5. 販売店・ベンダー 

6. グループ企業（親会社など） 

7. その他（具体的に：                                     ） 

8. 要請なし 

 

Q3. 対策済み、または対策予定のセキュリティ対策のきっかけは何ですか。項目ごとに最も当てはまるものを一つだけ

選んでください。未対策で対策予定していない、セキュリティ対策実施済みの場合、「予定なし」をお選びくださ

い。 

  ガイドラ

イン※準

拠 

自社で必

要性を感

じた 

販売店・

ベンダー

から要請

された 

他団体・

取引先が

実施して

いる 

予定なし 

Q3_1 
ログ管理・保存（一定期間の保持およ

び削除など） 
1 2 3 4 5 

Q3_2 
データ保護（顧客データや機密情報な

どの適切な保護） 
1 2 3 4 5 

Q3_3 

脆弱性管理（脆弱性の定期的なスキャ

ンやパッチ適用の実施、セキュリティ

アップデートの迅速な適用など） 

1 2 3 4 5 

Q3_4 

ユーザー認証・アクセス管理（従業員

のアカウント管理や適切なアクセス権

限の設定、強力なパスワードポリシー

の適用など） 

1 2 3 4 5 

Q3_5 
物理的セキュリティ（PC の鍵付きロッ

カーへの保管など） 
1 2 3 4 5 

Q3_6 

ネットワークセキュリティ（ファイア

ウォールの導入、侵入検知システムの

利用など） 

1 2 3 4 5 

Q3_7 

バックアップと復旧（データの定期的

なバックアップと災害時の迅速なデー

タ復旧策の導入） 

1 2 3 4 5 
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Q4. 社内データ保護のために、導入済み、または導入予定のセキュリティ製品・サービスは何ですか。当てはまるもの

を全てお選びください。 

1. Active Directory   （PC 利用ユーザーの ID 管理、アクセス権） 

2. 多要素認証製品     （PC ログイン時の指紋や顔認証） 

3. 証明書認証製品   （リモートアクセス、有線・無線 LAN の接続を制限） 

4. ネットワークアクセス制限製品  （必要な通信のみ許可） 

5. EPP 製品    （従来型 PC ウイルス対策、未知の脅威に対する次世代型 PCウイ 

      ルス対策） 

6. EDR 製品    （PC への攻撃を監視、発見、対処するウイルス対策） 

7. ネットワーク型ウイルス対策製品 （Web 閲覧によるウイルス感染を防止する対策） 

8. URL フィルタリング製品   （業務に関係ない Web 閲覧禁止） 

9. UTM 製品    （インターネット出口を脅威から複合的に防御する対策） 

10. デバイス制御製品   （USB 禁止、印刷制限等、データの持ち出し対策） 

11. メール誤送信防止製品  （メール送信を一定時間保留するなど）  

12. バックアップ製品   （サーバーのデータを別媒体へ退避） 

13. ログ管理・保管   （PC 操作履歴の保管、不正行為を抑止） 

14. その他（具体的に：                          ） 

 

Q5. インターネット上のデータ保護のために、導入済み、または導入予定のセキュリティ製品・サービスは何ですか。

当てはまるものを全てお選びください。 

1. IDaaS    （クラウド経由で ID 管理・認証/認可・シングルサインオン） 

2. CASB    （クラウドサービスの利用を可視化、制御） 

3. DLP    （クラウドサービスの重要データ漏洩を防御） 

4. スパムメール対策   （受信時の迷惑メールを防御） 

5. ウイルス対策   （受信時のウイルス付きメールを防御） 

6. サンドボックス製品  （メール受信時の未知のウイルスを検知） 

7. その他（具体的に：        ） 

 

Q6. セキュリティ対策の実施状況はいかがですか。最も当てはまるものを一つお選びください。 

  正しく運用され

ており機能して

いる 

運用されている

が機能していな

い 

運用されていな

い 

Q6_1. セキュリティルールやポリシーの整備 1 2 3 

Q6_2. 
セキュリティ教育・トレーニングプログラムの

定期的実施 
1 2 3 

Q6_3. 

セキュリティインシデントへの対応体制（イン

シデント発生時の報告・対応プロセスの明確

化）整備 

1 2 3 

Q6_4. 

セキュリティ対策の定期的評価や監査（外部の

第三者機関によるセキュリティ診断・ペネト

レーションテスト） 

1 2 3 

Q6_5. 
生成 AI のガイドライン整備（利用ルールの作成

や監視・リスク管理体制の整備） 
1 2 3 
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Q7. 把握しているセキュリティ脅威（情報セキュリティ 10 大脅威 2024※より）と、対策の実施状況について、項目ご

とに当てはまるものをお選びください。 

   セキュリティ脅威 把握 

しており対策して

いる 

把握しているが 

対策をしていない 

把握して 

いない 

Q7_1 ランサムウェアによる被害 1 2 3 

Q7_2 サプライチェーンの弱点を悪用した攻撃 1 2 3 

Q7_3 内部不正による情報漏えい等の被害 1 2 3 

Q7_4 標的型攻撃による機密情報の窃取 1 2 3 

Q7_5 修正プログラムの公開前を狙う攻撃（ゼ

ロデイ攻撃） 
1 2 3 

Q7_6 不注意による情報漏えい等の被害 1 2 3 

Q7_7 脆弱性対策情報の公開に伴う悪用増加 1 2 3 

Q7_8 ビジネスメール詐欺による金銭被害 1 2 3 

Q7_9 テレワーク等のニューノーマルな働き方

を狙った攻撃 
1 2 3 

Q7_10 犯罪のビジネス化（アンダーグラウンド

サービス） 
1 2 3 

 

Q8. 前問で示したセキュリティ脅威に関するインシデントが発生した際、想定される相談先はどこですか。当てはまる

ものを全てお選びください。 

1. 業界団体 

2. 取引企業（サプライチェーン） 

3. JPCERT/CC 

4. 警察 

5. 監督官庁 

6. 販売店・ベンダー 

7. グループ企業（親会社など） 

8. その他（具体的に：                             ） 

 

Q9. セキュリティ対策を検討する際に、どのような課題に直面していますか。 

1. コスト、経済的な制約 

2. リソース不足 

3. 他の優先事項 

4. 経営陣のセキュリティへの関心や意識 

5. 専門知識や技術的な要件の不足 

6. 適切なベンダーや専門家がいない 

7. 組織の文化や風土 

8. ビジネス的なメリットやペナルティがない 

9. 何から対策に取り組むべきかが分からない 

 

Q10.今年度のセキュリティに対する投資額はどのくらいですか。当てはまるものを一つお選びください。 

1. 10 万円未満 

2. 10 万円以上、30 万円未満 

3. 30 万円以上、100 万円未満 

4. 100 万円以上、300 万円未満 

5. 300 万円以上、1000 万円未満 

6. 1000 万円以上、3000 万円未満 

7. 3000 万円以上、1 億円未満 

8. 1 億円以上、3 億円未満 

9. 3 億円以上 

10. 不明 
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DX への取り組みについてお伺いします。 

 

Q11.DX にどのように取り組んでいますか。当てはまるものを一つお選びください。 

1. 取り組んでいる 

2. 取り組み予定である 

3. 必要と考えているが、取り組めていない 

4. 必要と考えていない 

 

Q12.DX 推進に取り組みはじめてからの経過年数について、当てはまるものを一つお選び下さい。 

1. 1 年未満 

2. 1 年以上～3 年未満 

3. 3 年以上～6 年未満 

4. 6 年以上～10 年未満 

5. 10 年以上 

 

Q13.「DX に取り組む、または取り組もうとする」背景にある解決したい経営課題は何ですか。当てはまるものを三つ

までお選びください。 

1. 収益性向上 

2. 人材の確保・育成 

3. 売り上げ・シェア拡大 

4. 生産性向上 

5. 事業基盤の強化・再編 

6. 新製品・新サービス・新事業の開発 

7. 従業員満足度の向上 

8. SDGs 対応 

9. グローバル化 

10. その他（具体的に：                              

            ） 

 

Q14.今年度の DX 関連費用は、どのくらいですか。当てはまるものを一つお選びください。 

1. 10 万円未満 

2. 10 万円以上、30 万円未満 

3. 30 万円以上、100 万円未満 

4. 100 万円以上、300 万円未満 

5. 300 万円以上、1000 万円未満 

6. 1000 万円以上、3000 万円未満 

7. 3000 万円以上、1 億円未満 

8. 1 億円以上、3 億円未満 

9. 3 億円以上、10 億円未満 

10. 10 億円以上、30 億円未満 

11. 30 億円以上、100 億円未満 

12. 100 億円以上、300 億円未満 

13. 300 億円以上、1000 億円未満 

14. 1000 億円以上 

15. 不明 

 

Q15.DX 推進体制はどうなっていますか。当てはまるものを一つお選びください。 

1. 社長、会長、経営企画部門が主導 

2. DX 推進専門部門が主導 

3. 部門横断型プロジェクトチーム 

4. IT システム部門が主導 

5. 組織ごとに推進 

6. 特別な推進体制はない 

7. その他（具体的に：                              

            ） 
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Q16.「DX に必要なスキル」をどのように確保していますか。以下のスキルの各々について最も重要な調達方法を一つ

お選びください。必要と思わない場合、「不要」をお選びください。 

  既 に 社 内

にあった 

自 社 で 育

成 

新 た に 人

材採用 

システムインテグ

レーターなどから

調達 

不要 

Q16_1 プロジェクト管理 1 2 3 4 5 

Q16_2 ビジネスアーキテクチャ設計 1 2 3 4 5 

Q16_3 
デザイン（サービス・UI・UX・グラ

フィック） 
1 2 3 4 5 

Q16_4 システム設計 1 2 3 4 5 

Q16_5 プログラミング 1 2 3 4 5 

Q16_6 データセキュリティ設計 1 2 3 4 5 

Q16_7 データサイエンス 1 2 3 4 5 

Q16_8 生成 AI 利活用 1 2 3 4 5 

Q16_9 人工知能開発（機械学習） 1 2 3 4 5 

 

Q17.DX のために導入した、または導入しようとしているデジタル技術は何ですか。当てはまるものを全てお選びくだ

さい。 

1. 生成 AI 

2. 機械学習 

3. ビッグデータ利活用 

4. RPA 

5. IoT（もののインターネット） 

6. クラウド 

7. XaaS 

8. コラボレーションツール 

9. ローコード・ノーコード 

10. サイバーセキュリティ 

11. その他（具体的に：                              

            ） 

 

Q18.DX に取り組む目的は何ですか。当てはまるものを全てお選びください。 

1. 既存事業のプロセスを改革し、製品やサービスの生産性を高める 

2. 既存事業の技術を変革し、製品やサービスの領域を拡大する 

3. 既存の製品やサービスの顧客領域を拡大する 

4. 今までに取り組んでいない新規事業領域に進出する 

5. その他（具体的に：                              

            ） 

 

Q19.具体的に行っている、または行おうとしている「既存事業のプロセスを改革し、製品やサービスの生産性を高め

る」行動は何ですか。最も重要なものを一つお選びください。 

1. 自動化・省力化 

2. 意思決定のプロセス変革 

3. ワークスタイル変革 

4. 人材育成・熟練技術の継承 

5. 在庫管理・物流最適化 

6. コラボレーションやコミュニケーションの改善 

7. 需要予測の精度向上 

8. 品質管理の高度化 

9. 業務プロセスや書類のデジタル化 

10. その他（具体的に：                              

            ） 
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Q20.具体的に行っている、または行おうとしている「既存事業の技術を変革し、製品やサービスの領域を拡大する」行

動は何ですか。最も重要なものを一つお選びください。 

1. AI（人工知能）や VR（仮想現実）、AR（拡張現実）を取り込んだ新製品・サービス 

2. オンラインサービスへの進出 

3. サブスクリプションモデル（定額課金）への転換・拡大 

4. 親会社・子会社・関係会社をデータ連携させ、競争力のある新商品・サービスの実現 

5. カスタマーエクスペリエンス（顧客価値経験）を基に、新商品・サービスの実現 

6. その他（具体的に：                              

            ） 

 

Q21.具体的に行っている、または行おうとしている「既存の製品やサービスの顧客領域を拡大する」行動は何ですか。

最も重要なものを一つお選びください。 

1. B2B（企業間取引）型のデジタルマーケティング 

2. AI（人工知能）や AR（拡張現実）を活用した商品提案 

3. 店頭・店内販売からデリバリー販売への進出 

4. 流通業者を通さずに、ネット経由で一人一人の顧客に最適な商品やサービスを提案 

5. デジタルコンシューマーやカスタマーエクスペリエンスの取り込み 

6. サプライチェーンのデジタル化 

7. 小規模店向けキャッシュレスシステム 

8. SFA（営業支援システム）や CRM（顧客情報管理システム）、MA（Marketing Automation）などを活用した顧客

接点の変革 

9. メタバース（仮想空間）で製品やサービスの体験機会提供 

10. その他（具体的に：                              

            ） 

 

Q22.DX に取り組んだ成果はいかがですか。以下の取り組む目的それぞれについて、当てはまるものを一つお選びくだ

さい。 

  成果が出ている 
今後の成果が見

込まれる 

成果が出ていな

い 

Q22_1 
既存事業のプロセスを改革し、製品やサービ

スの生産性を高める 
1 2 3 

Q22_2 
既存事業の技術を変革し、製品やサービスの

領域を拡大する 
1 2 3 

Q22_3 既存の製品やサービスの顧客領域を拡大する 1 2 3 

Q22_4 
今までに取り組んでいない新規事業領域に進

出する 
1 2 3 

Q22_5 その他（   ） 1 2 3 

 

Q23.DX への取り組み、または取り組み予定はこの 1 年でどう変化していますか。当てはまるものを一つお選びくださ

い。 

1. 特に変わっていない 

2. 取り組み、取り組み予定が早まった 

3. 取り組み、取り組み予定が遅くなった 

 

Q24.DX への取り組み、または取り組み予定がこの 1 年で早まった理由は何ですか。当てはまるものを全てお選びくだ

さい。 

1. 経営陣の旗振りがあった 

2. ユーザー部門からボトムアップでの盛り上がりがあった 

3. IT システム部門の旗振りがあった 

4. IT ベンダーからの提案があった 

5. 新聞・メディアで必要性や成功事例が取り上げられるようになった 

6. 働き方改革 

7. DX レポート 2 発表による影響があった 

8. コロナ禍で業務を変革する必要性が増した 

9. 同業他社・競合先が取り組んでいる 

10. 法令や制度への対応 

11. 生成 AI の急速な普及 

12. その他（具体的に：                              

            ）  
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Q25.DX を推進する際の妨げは何ですか。当てはまるものを全てお選びください。 

1. ブラックボックス化したレガシーシステム 

2. 新しいアイデアを基に未来を描ける人材の確保 

3. デジタル技術で業務プロセスに適用できる人材の確保 

4. 強いリーダーシップで変革を推進できる人材の確保 

5. 初期投資費用の確保 

6. ネットワーク容量・セキュリティ確保 

7. レガシー組織との軋轢 

8. ハンコ文化（紙の書類に押印しなければ正式な承認とみなさない文化） 

9. その他（具体的に：                            

                                            ） 

 

Q26.DXを推進する際に、IT ベンダーに期待することは何ですか。当てはまるものを全てお選びくださ

い。 
1. 会社、業務を理解した上での提案 

2. 事例を含めた分かりやすい資料の提供 

3. 費用対効果の明確な提案 

4. 安心・安全な製品・サービスの提供 

5. 製品・サービスの導入サポート・FAQ 対応 

6. システムの内製開発や PoC（概念実証）への協力 

7. 自社の事業を理解し、ビジネスモデル変革を共に推進する 

8. IT ベンダーの体制強化、スキルアップ 

9. IT ベンダーに頼らず、内製で進める予定である 

10. IT ベンダーに何を相談すればよいのか分からない 

11. その他（具体的：                           ） 

 

Q27.興味を持っているデジタル技術は何ですか。当てはまるものを全てお選びください。 
1. 生成 AI 

2. 機械学習 

3. ビッグデータ利活用 

4. RPA 

5. IoT（もののインターネット） 

6. クラウド 

7. XaaS 

8. コラボレーションツール 

9. ローコード・ノーコード 

10. サイバーセキュリティ 

11. その他（具体的：                          ） 

 

 

 

  



付録 

© 一般社団法人 日本コンピュータシステム販売店協会 2025 94 セキュリティと DX への取り組みに関する調査研究 

付録 3 サポートサービス委員会、これまでの活動 

サポートサービス委員会の活動内容を、外部に発表した資料名の形で、昨年度から過去にさかのぼ

って次表に示す。 
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年度 資料種類 発行月 資料名称 / 内容 

2023 年度 

報告書 2024 年 2 月 
セキュリティーとデジタルトランスフォーメーションへの

取り組み状況に関する調査研究 

解説書（事例

集） 
2024 年 2 月 

セキュリティーとデジタルトランスフォーメーションにつ

いての事例紹介 

プレスリリー

ス 
2023 年 10 月 

暫定集計結果のトピック：「中規模一般企業の 13%、小規

模一般企業の 28%はセキュリティー対策が未実施」、「導

入済みまたは導入予定のセキュリティー製品・サービスで

最も多いのは『アンチウィルスソフト』」、「『DX は必

要』とする企業が小規模一般企業でも初めて半数超え」、

「DX に使うデジタル技術の上位は『クラウドコンピューテ

ィング』、『サイバーセキュリティー』、「AI』」、「パ

ソコンの OS では Windows 11 が伸長し、Windows 10 に迫

る」、「スマートフォンでは iOS の減少傾向が止まらず、

小規模一般企業では Android が半数越え」 

2022 年度 

報告書 2023 年 2 月 
働き方改革とデジタルトランスフォーメーションへの取り

組み状況に関する調査研究 

解説書（事例

集） 
2023 年 2 月 

働き方改革とデジタルトランスフォーメーションについて

の事例紹介 

プレスリリー

ス 
2022 年 10 月 

暫定集計結果のトピック：「テレワークは昨年度から実施

率が僅かに減少したが、企業活動に定着」、「 働き方改革

の実施状況は、残業の抑制、有給休暇の取得率向上、従業

員の健康増進が上位」、「DX への取り組み率は昨年度に比

べ、中規模一般企業では大きく後退」、「DX に必要なスキ

ルは、データセキュリティーがトップ」、「Windows 

Server 2022 の本格導入が始まったが、クラウドサービス

への移行も大きく進む」、「ランサムウエア被害経験は、

中規模一般企業の 6.5％、小規模一般企業の 4.7％」 

2021 年度 

解説書（事例

集） 
2023 年 2 月 

働き方改革とデジタルトランスフォーメーションについて

の事例紹介 

プレスリリー

ス 
2022 年 10 月 

暫定集計結果のトピック：「テレワークは昨年度から実施

率が僅かに減少したが、企業活動に定着」、「 働き方改革

の実施状況は、残業の抑制、有給休暇の取得率向上、従業

員の健康増進が上位」、「DX への取り組み率は昨年度に比

べ、中規模一般企業では大きく後退」、「DX に必要なスキ

ルは、データセキュリティーがトップ」、「Windows 

Server 2022 の本格導入が始まったが、クラウドサービス

への移行も大きく進む」、「ランサムウエア被害経験は、

中規模一般企業の 6.5％、小規模一般企業の 4.7％」 

プレスリリー

ス 
2021 年 10 月 

暫定集計結果のトピック：「テレワークの実施率は、中規

模一般企業で大幅に増加」、「緊急事態宣言対象地域での

テレワークの実施率は特に大きい」、「働き方改革では、

特に長時間労働の是正や有給休暇取得率において効果あ

り」、「DX への取り組みは中規模一般企業において大幅に

進む」、「DX が単なる効率化ではなく、事業拡大のチャン

スであるとの理解が進む」、「テレワークのためのエンド

ユーザー機器の導入が増加」、「Windows 11 への積極的移

行予定は少なく、当面様子見が半数以上」 

2020 年度 

報告書 2021 年 2 月 
働き方改革、デジタルトランスフォーメーションへの取り

組み状況に関する調査研究 

解説書 2021 年 2 月 
New Normal とは ～事例に学ぶニューノーマル（新常

態）～ 
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年度 資料種類 発行月 資料名称 / 内容 

2019 年度 

報告書 2020 年 2 月 
働き方改革、クラウドサービス、EDI への取り組み状況に

関する調査研究 

解説書 2020 年 2 月 DX とは? 事例に学ぶデジタルトランスフォーメーション 

プレスリリー

ス 
2019 年 11 月 

暫定集計結果のトピック：「中小規模企業での働き方改革

は、昨年度の伸びに比べて本年度は頭打ち」、「低い『テ

レワーク』導入率、4 割以上が『テレワークに適した業務

がない』と回答」、「中規模企業の 4 分の 3、小規模企業

の半数弱がクラウド利用に積極的」、「クラウドへの期待

や満足は、『専門知識不要』と『いつでもどこでも利用可

能』」、「EDI の導入は、中規模企業で進みつつあるも、

小規模企業では 3%に留まる」、「Windows10 への移行は進

むが、中小規模企業にまだ 15～22%の Windows7 が残る」 

2018 年度 

報告書 2019 年 2 月 
働き方改革、クラウドサービス への取り組み状況に関す

る調査研究 

解説書 2019 年 2 月 働き方改革に向けた IT 活用事例 

プレスリリー

ス 
2018 年 11 月 

暫定集計結果のトピック:「働き方改革への取り組みは進

んでいるが実施内容には差がある」、「クラウドサービス

の利用拡大に向け、内部統制への不安払拭を」、「クラウ

ド型グループウエアが浸透しつつある」、「OS 移行への推

進策が求められる」 

2017 年度 

報告書 2018 年 2 月 
クラウドサービス、Windows 10 および 働き方改革 への取

り組み状況に関する調査研究 

解説書 2018 年 2 月 事例に学ぶ IoT、AI 

プレスリリー

ス 
2017 年 11 月 

暫定集計結果のトピック: 「Windows 10 導入は進んだ

が、旧 OS も多数稼働中」、「クラウドサービスの導入は

確実に進んでいる反面、既存システムとの連携や障害処理

速度への不満が目立つ」、「テレワークは中規模以上の企

業で徐々に浸透しつつある」 

2016 年度 

報告書 2017 年 2 月 

クラウドサービスなどの IT 環境変化に伴い求められるサ

ポートサービスおよび Windows 10 導入状況に関する調査

研究 

解説書 2017 年 2 月 その課題、クラウドで解決しませんか 

プレスリリー

ス 
2016 年 11 月 

暫定集計結果のトピック: 「クラウドサービス導入状況は

3 年前と比べ着実に進捗」、「Windows 10 導入は進んだ

が、実務での稼働は一部に留まる」、他 

2015 年度 

報告書 2016 年 2 月 

クラウドサービスの利用状況と Windows Server 2003 サ

ポート終了への対応状況およびスマートデバイスの利用状

況に関する調査研究 

解説書 2016 年 2 月 よくわかるスマートペイメント 

プレスリリー

ス 
2015 年 11 月 

暫定集計結果のトピック: 「小規模企業の 83%がパブリッ

ククラウドを『利用していないし興味もない』と回答、中

規模企業でも 63%が、会員顧客企業でも 35%が同様の回

答」、「Windows Server 2003 を保有していた企業の

55%（小規模）～78%（中規模以上）が『移行はほぼ終え

た』と回答」、他 
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年度 資料種類 発行月 資料名称 / 内容 

2014 年度 

報告書 2015 年 2 月 
クラウドサービスの導入および Windows Server 2003 のサ

ポート終了への対応の実態に関する調査研究 

解説書 2015 年 1 月 企業における SNS 活用とリスクへの対策 

プレスリリー

ス 
2014 年 11 月 

暫定集計結果のトピック: 「クラウドサービスを現在利用

している企業は、会員顧客企業で 39%、中規模・小規模の

一般企業で 17%～11%となっており、話題になっている割に

は中小規模企業での導入が進んでいない」、「Windows 

Server 2003 を保有している企業の 24～35%で移行が『ほ

とんど / まったく進んでいない』と回答」、他 

2013 年度 

報告書 2014 年 2 月 

スマート時代における中堅中小企業の各種サービスへの

ニーズ変化と、今後のサポートサービス事業展開の方向性

に関する調査研究 

解説書 2014 年 1 月 スマート時代のセキュリティー 

プレスリリー

ス 
2013 年 11 月 

暫定集計結果のトピック: 「Windows XP パソコンのサポー

ト終了日までに移行完了予定の企業は 27～40%しかいな

い」、他 

2012 年度 
報告書 2013 年 3 月 

スマートデバイスの急速な普及による中堅中小企業の IT

システムへの影響に関する調査研究 

解説書 2013 年 1 月 スマートデバイスに関する疑問一挙解決 

2011 年度 
報告書 2012 年 3 月 

中堅・中小企業における現状システムの老朽化に伴う対応

策と事業継続計画（BCP）に関する調査研究 

解説書 2012 年 3 月 BCP の対策としてクラウドをどう活用できるのか 

2010 年度 
報告書 2011 年 3 月 

中堅・中小企業における IT 活用実態と企業環境の変化に

伴う IT 化計画に関する調査研究 

解説書 2011 年 3 月 最新 IT 技術・サービス導入の予備知識 

2009 年度 
報告書 2010 年 3 月 中堅・中小企業の IT サービス継続に関する調査研究 

解説書 2009 年 9 月 やさしい「IT サービス継続」 

2008 年度 

報告書 2009 年 3 月 
中堅・中小企業の IT サービス導入実態とリスク対策に関

する調査研究 

解説書 2009 年 3 月 アウトソーシング解説書 

解説書 2008 年 9 月 内部統制解説書 

2007 年度 
報告書 2008 年 3 月 中堅・中小企業の IT サービスメニューに関する調査研究 

解説書 2008 年 3 月 必要なセキュリティー対策がわかる本 

2006 年度 報告書 2007 年 2 月 
地域企業の求める IT サービスの利活用と費用対効果調査

研究 

2005 年度 報告書 2006 年 3 月 
地域企業の求める IT サービスの利活用と費用対効果調査

研究 

2004 年度 報告書 2005 年 3 月 中小企業 IT 化支援ツール調査・研究 

2003 年度 報告書 2003 年 12 月 中小企業 IT 化実態調査 

2002 年度 

報告書 2002 年 12 月 
コンピュータシステムの販売量並びに販売形態に関する調

査報告書 

報告書 2002 年 6 月 
コンピュータシステムの販売量並びに販売形態に関する調

査報告書 

2001 年度 

報告書 2002 年 3 月 パソコン初心者の利用実態調査報告書 

報告書 2001 年 12 月 サポートサービス実態調査報告書 

報告書 2001 年 11 月 
コンピュータシステムの販売量並びに販売形態に関する調

査報告書 

報告書 2001 年 6 月 
コンピュータシステムの販売量並びに販売形態に関する調

査報告書 
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年度 資料種類 発行月 資料名称 / 内容 

2000 年度 

報告書 2001 年 3 月 パソコン初心者の利用実態調査報告書 

報告書 2000 年 12 月 サポートサービス実態調査報告書 

報告書 2000 年 12 月 電子商取引に関する調査報告書 

報告書 2000 年 12 月 
コンピュータシステムの販売量並びに販売形態に関する調

査報告書 

報告書 2000 年 6 月 
コンピュータシステムの販売量並びに販売形態に関する調

査報告書 

1999 年度 

報告書 2000 年 2 月 初期不良に関する実態調査報告書 

報告書 1999 年 12 月 サポートサービス実態調査報告書 

報告書 1999 年 12 月 電子商取引に関する調査報告書 

報告書 1999 年 11 月 
コンピュータシステムの販売量並びに販売形態に関する調

査報告書 

報告書 1999 年 6 月 
コンピュータシステムの販売量並びに販売形態に関する調

査報告書 

1998 年度 

報告書 1999 年 3 月 サポートサービス実態調査報告書 

報告書 1999 年 3 月 電子商取引に関する調査報告書 

報告書 1998 年 11 月 
コンピュータシステムの販売量並びに販売形態に関する調

査報告書 

報告書 1998 年 7 月 
コンピュータシステムの販売量並びに販売形態に関する調

査報告書 

1997 年度 

報告書 1998 年 3 月 サポートサービス実態調査報告書 

報告書 1998 年 2 月 
コンピュータシステムの販売量並びに販売形態に関する調

査報告書 

報告書 1997 年 8 月 
コンピュータシステムの販売量並びに販売形態に関する調

査報告書 
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